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はじめに 

 

 このたび、「平成 25 年度自己点検・評価報告書」を刊行することとなりました。 

本学自己点検実施委員会では、昨年度より、新たな自己点検・評価の実施体制の

もと、本来の自己点検・評価の目的である PDCA サイクルによる教育研究水準の

向上や活性化につながる仕組みとし、以下の方針により、活動を行っています。 

・自己点検・評価にあたっては、エビデンスの提示を重視し、客観性・透明性へ

配慮したものとする。また、恒常的な自己点検・評価の一環として、自己点検・

評価項目の定め方、自己評価のあり方、客観性への配慮等について、本来的な

自己点検・評価としての要件を備えたものとする。 

・これまでの少人数しか関わらないような体制ではなく、できるだけ多くの教職

員が自己点検・評価に関わる体制とし、大学全体で取り組む。また、各評価項

目等の点検・評価・改善責任機関、責任者を定めることによって、責任の所在

や担当を明確にする。 

・大学、短期大学部ともに、日本高等教育評価機構による新評価システムの評価

基準を基本的・共通的に設定し、その他、大学の機能別分化の促進と個性・特

色として重視している領域に関しての基準及び基準項目を設定することとす

る。また、自己点検・評価は毎年度実施するが、評価基準すべてを実施するの

ではなく、項目ごとに実施年度を定める。 

 

今後も、自主的・自発的な自己点検・評価を実施し、自己点検・評価結果等を本

学の教育研究水準の一層の向上、活性化に資するよう自己点検評価を実質化させる

とともに、高等教育機関として社会への説明責任をも果たせるよう取り組んでまい

りたいと思います。 

 

 

平成 26 年 11 月    

学長        

三浦 隆則 
 

自己点検実施委員長 

  浜島 成嘉  

 



 

 

＜参考＞本学の自己点検・評価基準及び基準項目一覧と平成 25 年度実績分の実施項目  

基準 基準項目 実施項目 

基準１ 使命・目的等 

領域：使命・目的、教育目的 

1-1．使命・目的及び教育目的の明確性  

1-2．使命・目的及び教育目的の適切性  

1-3．使命・目的及び教育目的の有効性  

基準２ 学修と教授 

領域：学生受入れ、教育内容・方法、 

学修及び授業の支援、学修評価、 

教員配置等 

 

2-1．学生の受入れ ○ 

2-2．教育課程及び教授方法  

2-3．学修及び授業の支援  

2-4．単位認定、卒業・修了認定等  

2-5．キャリアガイダンス ○ 

2-6．教育目的の達成状況の評価とフィードバック  

2-7．学生サービス ○ 

2-8．教員の配置・職能開発等 ○ 

2-9．教育環境の整備  

基準３ 経営・管理と財務 

領域：経営の規律、理事会、ガバナンス、 

執行体制、財務基盤と収支、会計 

3-1．経営の規律と誠実性 ○ 

3-2．理事会の機能 ○ 

3-3．大学の意思決定の仕組み及び 

学長のリーダーシップ 
○ 

3-4．コミュニケーションとガバナンス ○ 

3-5．業務執行体制の機能性 ○ 

3-6．財務基盤と収支 ○ 

3-7．会計 ○ 

基準４ 自己点検・評価 

領域：自己点検・評価の適切性、 

誠実性、有効性 

4-1．自己点検・評価の適切性  

4-2．自己点検・評価の誠実性  

4-3．自己点検・評価の有効性  

基準 A 地域の核となる大学の役割 

A-1．地域の核となる大学の役割に関する方針の 

明確化と学内外への周知（情報の共有） 
○ 

A-2．地域の核となる大学の具体的な役割の内容 ○ 

A-3．大学の役割に関する評価 ○ 

基準 B 研究活動 B-1．研究活動の推進と研究所等の適切な運営等 ○ 
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Ⅰ．建学の精神・大学の基本理念、使命・目的、大学の個性・特色等 

1．建学の精神と大学の基本理念 

兵庫大学（以下、「本学」）は、聖徳太子が定めた「十七条憲法」の第一条「和を以っ

て貴しと為す」に示された「和の精神」を建学の精神としている。これは、学校法人睦

学園（以下「本学園」）が、聖徳太子薨去 1300 年にあたり、聖徳太子の「和」の精神を

基盤とした教育を施すという目的のもと、「太子日曜学校」を創立したことに始まる。 

本学園の名称である「睦」は、「十七条憲法」第一条の「上和らぎ下睦みて」にその一

語があり、「親しみ相和すことであり、つつしみて和らぐこと」とその意味を押し広げ、

本学の基本理念もここに示されている。また、本学園は浄土真宗本願寺派の宗門関係学

校でもあり、仏教精神を基盤として「和」と「睦」の教育を展開している。 

現在は、本学の正門を入り向かって左手に「以和為貴（和を以て貴しと為す）」と刻ま

れた石碑が建てられ、建学の精神が明示されている。 

 本学の建学の精神と基本理念の具現化を目的として、学園創立 80 周年の際、学園訓

である「感謝、寛容、互譲」を定め、本学園に関わる全ての人の行動規範とし、実践し

ている。 

 

 

 

（「以和為貴」の石碑） 

 

2．兵庫大学の使命・目的、個性・特色  

 本学の目的は、「兵庫大学学則」に明文化している。学則第 1 条に、「本学は、本学園

創立の根本理念たる「睦」の精神を育む仏教主義に基づく大学として、教育基本法及び

学校教育法に則り、専門の学芸を教授研究するとともに、幅広く深い教養及び総合的な

判断力を培い、個性豊かな人間性を涵養し、併せて有為の人材を養成することを目的と

する」と規定している。建学の精神に基づいて、「人間形成」と「人材育成」を教育目標

とし、一人ひとりを大切にしながら、共に学び、共に成長できる教育を展開している。 

全学生は初年次に「宗教と人生」を履修し、仏教思想を基盤として「和」や「睦」の

精神を学ぶ。多様化する現代社会で、一人ひとりが自己を見つめ、他と共に生きること

を可能とする人間の内的成長と人間理解の涵養をめざしている。 

基礎・教養科目では、学生同士あるいは教員との繋がりを通して「人間形成」が進め
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られる。専門教育科目では、教員が学生の学びや育ちを支援し、専門的知識や技術を身

につけた実践力ある専門家の養成、すなわち「人材育成」を行っている。 

本学では、大学のあるべき姿として 3 つの使命を掲げている。 

この 3 つの使命は、平成 22（2010）年度から平成 26（2014）年度を計画期間とする

「第 1 次中期計画」の策定に際し、本学のビジョンとして掲げられたものである。（詳

細については、Ⅴ.エビデンス集 基準 A．地域の核となる大学の役割【資料 A-1-1】参

照。） 

まず、「『和の精神』に基づく情操教育を基盤に、教養教育と専門教育による個性豊か

な人間形成と有為な人材育成をめざす。」ことである。これは、建学の精神である「和の

精神」に基づいて、前述した本学の教育目標である「人間形成」と「人材育成」を実践

していくことを意味している。 

次に、「幅広い職業人教育を展開し、きめ細かい職業人教育と進路指導を行うことによ

り、学生ののびしろを最大化する教育をめざす。」である。本学では、免許・資格に関す

る幅広い職業人養成を行う学科を多く設置しており、少人数教育の特色を踏まえ、適切

な職業人教育と進路指導を通して、学生の成長を最大化するための「温かみのある教育」

を進めている。 

最後に、「地域の生涯学習機会の拠点として社会人の受入れ推進と地域社会への貢献を

めざす。」である。本学は、兵庫県東播磨地域唯一の高等教育機関として、その役割と責

務を自覚し、地域に根ざし、地域に愛される大学として、地域住民に対する多様な公開

講座の開設等、積極的な地域貢献活動を推進している。 
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◇組織図◇ 

 

   学園の組織図 

（加古川市平岡町新在家2301番地）

（加古川市平岡町新在家2301番地）

（神戸市須磨区行幸町2丁目7番3号）

（神戸市須磨区高倉台7丁目21番1号）

（神戸市須磨区高倉台7丁目21番1号）

（神戸市須磨区行幸町2丁目6番19号）

（加古川市平岡町新在家2301番地）

兵 庫 大 学 附 属 須 磨 幼 稚 園

兵 庫 大 学 附 属 加 古 川 幼 稚 園

神 戸 国 際 中 学 校

神 戸 国 際 高 等 学 校

須 磨 ノ 浦 女 子 高 等 学 校

兵 庫 大 学 短 期 大 学 部

兵 庫 大 学

睦

学

園

 

Ⅱ．沿革と現況 

1．学園の沿革 

年 事 項 

大正 10（1921）年 聖徳太子薨去 1300 年を記念して、「太子日曜学校」をはじめる（学園の創始） 

  12（1923）年 6 月 10 日、須磨太子館が完成。附属高等裁縫部を創設（学園の創設） 

  15（1926）年 須磨幼稚園を設置 

昭和 12（1937）年 財団法人須磨太子館を設置 須磨睦高等実践女学校（現、須磨ノ浦女子高等学校）

を設置 

  22（1947）年 学制改革に伴い須磨ノ浦新制中学校を併設 

  26（1951）年 法人名を学校法人睦学園に改称 

  29（1954）年 睦学園幼稚園教員養成所を設置 

  30（1955）年 睦学園女子短期大学（保育科第二部）を設置 

  32（1957）年 短期大学に保育科第一部を増設、保育科第二部を廃止 

  41（1966）年 短期大学にデザイン学科・食物栄養学科・家政学科を増設 

神戸市須磨区から加古川市に移転 

短期大学名を兵庫女子短期大学に改称 

  42（1967）年 兵庫女子短期大学附属加古川幼稚園を設置 

  43（1968）年 短期大学に昼間二交替制の家政学科第三部を増設 

  45（1970）年 短期大学に初等教育学科を増設 
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  46（1971）年 短期大学に保育科第三部を増設 

  48（1973）年 須磨ノ浦中学校を休校 

平成 3（1991）年 短期大学の家政学科第一部・同第三部を生活科学科第一部・第三部に改称 

須磨ノ浦中学校を再開、校名を神戸国際中学校に改称 

   4（1992）年 短期大学に専攻科（1 年課程）美術デザイン専攻・食物栄養専攻・生活科学専攻

を設置 

短期大学の専攻科食物栄養専攻学位授与機構認定 

高倉台キャンパス完成、神戸国際中学校を移転 

   5（1993）年 短期大学の専攻科美術デザイン専攻学位授与機構認定 

   6（1994）年 神戸国際高等学校を設置 

   7（1995）年 兵庫大学（経済情報学部経済情報学科）を設置 

   8（1996）年 短期大学の初等教育学科を廃止 

  10（1998）年 短期大学名を兵庫大学短期大学部に改称 

短期大学附属加古川幼稚園名を兵庫大学附属加古川幼稚園に改称 

  11（1999）年 兵庫大学大学院経済情報研究科（経済情報専攻）を設置 

  13（2001）年 兵庫大学健康科学部（栄養マネジメント学科・健康システム学科）を増設 

健康科学部栄養マネジメント学科管理栄養士養成施設指定認可 

  14（2002）年 短期大学部に美術デザイン学科第三部を増設 

短期大学部の食物栄養学科、生活科学科第一部、生活科学科第三部を廃止 

専攻科（1 年課程）美術デザイン専攻、食物栄養専攻、生活科学専攻を廃止 

専攻科美術デザイン専攻（2 年課程）を増設 

専攻科美術デザイン専攻（2 年課程）大学評価・学位授与機構認定 

  15（2003）年 短期大学部に専攻科保育専攻（2 年課程）を増設 

短期大学部の専攻科保育専攻（2 年課程）大学評価・学位授与機構認定 

  16（2004）年 須磨幼稚園名を兵庫大学附属須磨幼稚園に改称 

  18（2006）年 兵庫大学健康科学部に看護学科を増設 

健康科学部看護学科保健師学校、看護師学校指定認可 

  20（2008）年 兵庫大学生涯福祉学部（社会福祉学科）を増設 

  21（2009）年 短期大学部の専攻科美術デザイン専攻（2 年課程）廃止 

  22（2010）年 短期大学部の美術デザイン学科第三部廃止 

23（2011）年 短期大学部の美術デザイン学科第一部廃止 

25（2013）年 兵庫大学生涯福祉学部にこども福祉学科を増設 

 

2．本学の現況 

・大学名    兵庫大学 

・所在地    兵庫県加古川市平岡町新在家 2301 番地 

・学部の構成  大学院 経済情報研究科 

経済情報学部 経済情報学科 

健康科学部  栄養マネジメント学科 

               健康システム学科 

 看護学科 

 生涯福祉学部 社会福祉学科 

               こども福祉学科 
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・学生数、教員数、職員数（平成 25 年 5 月 1 日現在） 

◇学生数                             (単位：人) 

学部 学科 
入学 

定員 

編入学 

定員 

収容 

定員 

現 員 

1 年 2 年 3 年 4 年 計 

大学院 経済情報研究科 20  40 1 3   4 

経済情報学部 経済情報学科 80 2 324 61 47 50 94 252 

健康科学部 

 

 

栄養マネジメント学科 80 20 360 76 79 88 72 315 

健康システム学科 40  160 49 56 38 32 175 

看護学科 90  300 110 119 69 78 376 

生涯福祉学部 社会福祉学科 30  210 20 27 17 21 85 

こども福祉学科 50  200 31    31 

合 計 390 22 1,594 348 331 262 297 1,238 

 

 

 ◇教員数                           (単位：人) 

学部 学科 
現 員 

助手 
兼任 

教員 教授 准教授 講師 助教 計 

経済情報学部 経済情報学科 9 8 1 0 18 0 37 

健康科学部 

 

 

栄養マネジメント学科 10 2 5 1 18 5 33 

健康システム学科 5 4 3 0 12 0 36 

看護学科 6 3 9 5 23 4 29 

生涯福祉学部 社会福祉学科 5 6 1 0 12 0 30 

 こども福祉学科 5 4 2 0 11 0 27 

合 計 40 27 21 6 94 9 192 

 

 

 ◇職員数             (単位：人) 

 計 

専任事務職員 60 

    ※専任事務職員は、併設する短期大学部の事務を兼務している。
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Ⅲ．評価機構が定める基準に基づく自己評価 

 

基準 2．学修と教授 

2－1 学生の受入れ 

≪2－1 の視点≫ 

2-1-① 

2-1-② 

2-1-③ 

入学者受入れの方針の明確化と周知 

入学者受入れの方針に沿った学生受入れ方法の工夫 

入学定員に沿った適切な学生受入れ数の維持 

（1）2－1 の自己判定 

基準項目 2－1 を満たしている。 

 

（2）2－1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 2-1-① 入学者受入れの方針の明確化と周知 

兵庫大学の入学者受入れの方針（以下「アドミッションポリシー」）については、表

2-1-1 のとおりである。 

 なお、大学院についてはアドミッションポリシーが作成されていない。 

 

表 2-1-1 大学及び各学部・学科、大学院のアドミッションポリシー 

大 

 

学 

兵庫大学では、ディプロマポリシーで示された「3 つの力」を理解する、次のよう

な学生を受け入れます。 

1. 自ら学ぼうとする意欲のある人 

2. 自己を見つめ、自己をふり返る努力ができる人 

3. 多様な考えを受け入れ理解しようとする人 

経済情報学部 

経済情報学部のディプロマポリシーを理解し、学ぶ意欲や学問

に対する熱意をもち、自らを省みて努力し向上しようとする心

を忘れず、柔軟な姿勢を有する学生を受け入れます。 

経済情報学科 

経済情報学部のアドミッションポリシーに基づき、次のような

学生を受け入れます。 

1. 学ぶことの意味を理解し、自ら学ぼうとする意欲のある人 

2. 社会に向けて主体的に行動できる人 

3. 経済と情報に対する好奇心が旺盛な人 

健康科学部 

健康科学部のディプロマポリシーを理解し、学ぶ意欲や学問に

対する熱意をもち、自らを省みて努力を惜しまず、向上心を忘

れない、柔軟な姿勢をもつ学生を受け入れます。 
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大 

 

学 

栄養 

マネジメント 

学科 

健康科学部のアドミッションポリシーに基づき、次のような学

生を受け入れます。 

1. 「食を通じて人々の健康の維持と増進および疾病予防と回

復のために役立つ仕事がしたい」という姿勢を持ち、その

仕事を通じて自己の向上を目指す人 

2. 自己の成長のために、自己を謙虚にみつめ、改善を心がけ

る努力ができる人 

3. 仲間と共に学び、共に成長する事に喜びを感じ、協力して

意欲的に取り組むことのできる人 

健康システム 

学科 

健康科学部のアドミッションポリシーに基づき、次のような学

生を受け入れます。 

1. 健康の保持増進に関心をもち、健康な生活を科学的に探究

しようとする強い熱意のある人 

2. 健康づくりの実践者として、あらゆる人々の健康と生活の

質の向上に貢献しようとする人 

3. 自主的に勉学に取り組む強い意志や学業に対する強い意欲

のある人 

看護学科 

健康科学部のアドミッションポリシーに基づき、次のような学

生を受け入れます。 

1. 人の命や健康に関心をもち、看護に対して熱意のある人 

2. 誠実で何事に対しても努力する姿勢のある人 

3. 生涯にわたり自己を管理して学習に取り組もうとする向上

心のある人 

生涯福祉学部 

生涯福祉学部のディプロマポリシーを理解し、学ぶ意欲と学問

に対する熱意をもち、自らを省みて努力し、向上しようとする

心を忘れず、柔軟な姿勢を有する学生を受け入れます。 

社会福祉学科 

生涯福祉学部のアドミッションポリシーに基づき、次のような

学生を受け入れます。 

1. ソーシャルワークの専門職を希望し、自ら学ぶ意欲のある

人 

2. ソーシャルワークの価値である、社会的な弱者を支援する

ことを希望する人 

3. 社会福祉の分野に関心を持ち、将来にわたり地域や社会に

貢献する意欲のある人 
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こども福祉学科 

生涯福祉学部のアドミッションポリシーに基づき、次のような

学生を受け入れます。 

1. 幼児教育・保育に関する専門職に関心を持ち、自ら学ぶ意

欲のある人 

2. 地域のこどもの生活に関心を持ち、子育て支援について専

門的に学ぶ意欲のある人 

3. 生涯にわたり地域や社会に貢献する意欲のある人 

大

学

院 

※平成 26（2014）年 8 月末までに作成 

 

 アドミッションポリシーについては、「大学案内」「入学試験要項」「本学ホームページ」

に明示するとともに、進学説明会、教職員による高校訪問、オープンキャンパス等にお

いて周知している。 

 また、毎年、学長の教育の基本方針、大学全体及び学部・学科ごとのアドミッション

ポリシー、ディプロマポリシー、カリキュラムポリシーを掲載した「教育方針」を作成 

し、受験生及び高校教員等への周知に活用している。【資料 2-1-1、2-1-2、2-1-4、2-1-5】   

 

2-1-② 入学者受入れの方針に沿った学生受入れ方法の工夫 

アドミッションポリシーは、「入学試験要項」に記載し、受験生等への周知を図ってい

る。また、入学試験の内容をわかりやすく解説した「入試ガイド」を作成し、「入学試験

要項」と同様に配布している。 

入試日程、選考方法などについては、学生募集・入試制度検討委員会で検討した案に

ついて各学科で検討した上で大学運営会議にて最終決定している。 

入学試験の種別は以下のとおりである。入学者の選考方法を多様化させることによって、

受験選択肢を広げ、多様な学生の受入れに努めている。なお、アドミッションポリシー

を踏まえた入学者選抜を行うため、面接試験においては学科のアドミッションポリシー

を十分に理解した上で作成された質問事項により実施している。【資料 2-1-2、2-1-3】 

 

＜AO 入試＞ 

AO 入試においては、出願条件としてオープンキャンパスまたは入試直前相談会参加

を必須条件としている。オープンキャンパスまた入試直前相談会に参加し、受験希望の

学科教員や在学生及び事務職員（学生生活担当、就職担当）との面談（以下「AO 相談」）

を行い、受験生に本学の教育方針等について理解させた上で 入学試験要項を配布してい

る。ただし、AO 相談は、あくまでも出願資格を得る段階であり、所定の期日に出願し

た者のみが受験可能となる。【資料 2-1-6、2-1-7】 

 

＜推薦入試＞ 

 受験生の能力を多面的に評価する入学試験や入学金または授業料等を免除する入学試

験を行っている。 
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 指定校推薦入試では普通科の生徒を対象とした指定校推薦入試と専門学科・総合学科

の生徒を対象とした専門学科・総合学科対象指定校推薦入試を実施している。また、高 

大連携による協定を結んだ高等学校を対象とした協定校推薦入試（平成 25（2013）年度

対象校は 1 校）や系列高校である須磨ノ浦女子高等学校（兵庫大学附属須磨ノ浦高等学

校へ改称予定）の兵庫大学コースの生徒を対象とした兵庫大学コース入試も実施してい

る。 

入学試験の合否判定については、学部ごとに行う入試委員会において厳正な審議を行っ

ている。入試委員会は学部長が委員長となり、学科長、学科教員、事務職員により構成さ

れ、事務は入学課が所管している。なお、合否判定結果については、教授会および大学の

最高意思決定機関である大学運営会議において報告している。 

 

＜一般入試＞ 

学力試験の総合得点により合否判定を行っている。一般入試 A 日程（2 月）は国語、英

語、数学の 3 教科から 2 教科を選択、一般入試 B 日程（2 月）は国語、英語、数学の 3

教科から 1 教科を選択、一般入試 C 日程（3 月）は国語の得点による合否判定を行って

いる。 

 

＜センター試験利用入試＞ 

 大学独自の個別の入学試験は行わず、大学入試センター試験で受験した教科・科目の

点数をそのまま判定に用いている。 選考方法は科目指定を行わず、受験した科目の高得

点 3 科目の合計点により合否判定を行っている。 

 

＜社会人特別入試＞ 

 本学の第 1 次中期計画（平成 22（2010）年策定）に示されている「地域の生涯学習

機会の拠点として社会人の受け入れ促進」を踏まえ、入学年度の 4 月 1 日時点で 3 年以

上の社会経験（職業又は家事に従事）が見込まれ満 21 歳以上の方を対象とした入学試

験を実施している。面接、小論文による総合評価により合否判定を行っている。 

  

＜編入学試験＞ 

 経済情報学科、栄養マネジメント学科において 3 年次編入学試験を実施している。 

栄養マネジメント学科については、卒業時に管理栄養士国家試験受験資格を得ることが

できるため、出願条件に栄養士免許の取得（取得見込み）を必須としている。面接、小

論文、書類審査（栄養マネジメント学科のみ）による総合評価により合否判定を行って

いる。 

 

＜大学院入試＞ 

 経済情報研究科経済情報専攻（修士課程）では、学部生を主な対象とした一般入試と

当該分野の実務経験を有する者を対象とした社会人入学試験を実施している。 

 一般入学試験は、英語、小論文と面接の総合評価により合否判定し、社会人入学試験

は、小論文、面接の総合評価により合否判定を行っている。なお、一般入学試験におい

て、TOEFL-iBT のスコアが 61 点以上の者は英語の試験を免除している。 
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 一般入試以外の入試合格者には入学前教育（フォローアッププログラム）を実施して

いる。入学前教育の実施回数は入学試験の実施時期により異なり、早い時期での合格者

で最大 3 回の入学前教育を行っている。 

 

2-1-③ 入学定員に沿った適切な学生受け入れ数の維持 

 平成 26（2014）年 4 月の大学入学者数は 336 人で入学定員（370 人）に対しての入

学定員充足率は 90.8％であった。 

 入学者数については学科間の偏りがあり、健康システム学科、看護学科においては、

連続した入学定員超過の状況にあり、経済情報学科、栄養マネジメント学科及び社会福

祉学科の慢性的な入学定員未充足の状況は改善されていない。 

また、経済情報学科については、平成 26（2014）年 4 月の入学者数は大幅に減少（40

人減）している。 

入学定員については、平成 24（2012）年度入試から入学定員の適正化を図るため、

看護学科 90 人（30 人増）、社会福祉学科 30 人（30 人減）に変更した。しかし、全体で

は入学定員を変更した初年度（平成 24（2012）年度入試）の入学定員充足率は 102.2％

であったが、平成 26（2014）年度入試では入学定員未充足になり、2 年連続で入学定員

充足には至らなかった。 

 学科開設 2 年目を迎えた生涯福祉学部こども福祉学科については、入学者数 50 人で

入学定員（50 人）を充足することができた。 

 収容定員については、健康システム学科、看護学科は充足しているが、その他の学科

（経済情報学科、栄養マネジメント学科、社会福祉学科、こども福祉学科）については

収容定員未充足である。ただし、こども福祉学科は学科開設 2 年目のため、完成年度は

平成 28（2016）年 4 月になる。 

大学院については、慢性的な入学定員未充足の状況が続いている。 

 

表 2-1-2 入学定員、入学者数、入学定員充足率、収容定員、在籍者数、収容定員充足率

の推移 

（人数は各年度 5 月 1 日現在） 

 

定員 入学
充足率
①

収容 在籍
充足率
②

定員 入学
充足率
①

収容 在籍
充足率
②

定員 入学
充足率
①

収容 在籍
充足率
②

経済情報学部 経済情報学科 80 53 66.3% 320 250 78.1% 80 61 76.3% 320 234 73.1% 80 21 26.3% 320 170 53.1%

栄養ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学科 80 79 98.8% 320 272 85.0% 80 76 95.0% 320 312 97.5% 80 74 92.5% 320 293 91.6%

健康ｼｽﾃﾑ学科 40 54 135.0% 160 167 104.4% 40 49 122.5% 160 172 107.5% 40 53 132.5% 160 181 113.1%

看護学科 90 117 130.0% 270 344 127.4% 90 110 122.2% 300 371 123.7% 90 120 133.3% 330 402 121.8%

社会福祉学科 30 24 80.0% 210 83 39.5% 30 20 66.7% 180 83 46.1% 30 18 60.0% 150 73 48.7%

こども福祉学科 50 31 62.0% 200 31 15.5% 50 50 100.0% 200 80 40.0%

320 327 102.2% 1,280 1,116 87.2% 370 347 93.8% 1,480 1,203 81.3% 370 336 90.8% 1,480 1,199 81.0%

注1　定員：入学定員、入学：入学者数、充足率①：入学定員充足率、収容：収容定員、在籍：在籍者数、充足率②：収容定員充足率

注2　在籍者数には編入学生、修業年限超過生は除く

定員 入学
充足率
①

収容 在籍
充足率
②

定員 入学
充足率
①

収容 在籍
充足率
②

定員 入学
充足率
①

収容 在籍
充足率
②

経済情報研究科 経済情報専攻 20 0 - 40 4 10.0% 20 1 5.0% 40 1 2.5% 20 1 5.0% 40 2 5.0%

注1　定員：入学定員、入学：入学者数、充足率①：入学定員充足率、収容：収容定員、在籍：在籍者数、充足率②：収容定員充足率

生涯福祉学部
平成25年度入試より開設

学部・学科
平成24年度入試（平成23年度実施） 平成25年度入試（平成24年度実施） 平成26年度入試（平成25年度実施）

健康科学部

合計

学部・学科
平成24年度入試（平成23年度実施） 平成25年度入試（平成24年度実施） 平成26年度入試（平成25年度実施）
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（3）2－1 の改善・向上方策（将来計画） 

アドミッションポリシーについては、現在行っている周知方法に加え、全てのステー

クホルダーに対して、より的確に周知できるよう適宜工夫を行う。 

 入試制度については、これまでも改善に努めてきたが、今後は受験生の意欲・能力・

適性等の多面的・総合的な評価が行える入試制度導入への検討も行っていく。 

 入学者数を学科単位で見ると連続して入学定員を満たしていない学科もあり、入学定

員を満たしていない学科については、学科と入学課の連携をより強化し、入学定員の充

足に努める。 

 大学院については、未着手であったアドミッションポリシーを平成 26（2014）年 8

月末までに作成することが決まっており、入学定員充足に向けた学生募集戦略の構築を

行う。 

 

2－5 キャリアガイダンス 

≪2－5 の視点≫ 

2-5-① 教育課程内外を通じての社会的・職業的自立に関する指導のための体制の整

備 

（1）2－5 の自己判定 

基準項目 2－5 を満たしている。 

 

（2）2－5 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

本学では、「人間形成」と「人材育成」を教育目標として掲げ、生涯を通じた持続的な

就業力の育成と専門職業人の育成を目指し、教育課程内外を通じて社会的・職業的自立

に向けたキャリア教育、進路支援を行っている。 

また、インターンシップを教育活動の一環として位置づけ、自らの適性や能力を把握

し、学習意欲の向上やキャリア形成、就業力向上に向け、教育課程内外を通じたインタ

ーンシップ制度を積極的に進めている。 

教育課程内では、自らのキャリア形成を考える科目として、教養科目に「私のための

キャリア設計（選択）」を開講している。学生生活の目的や目標を明確にし、それを実現

するために必要な知識や考え方を学び、さらに社会で求められるコミュニケーション能

力や課題解決能力の向上に取り組んでいる。また、各学科の専門教育の中では、後述の

ように、インターンシップ科目やインターンシップに類する教育実習、演習・実習科目

等において、学生が自らの専攻を通じて将来のキャリアに関連した就業体験を行う機会

を設定している。 

  教育課程外において、進路・就職相談、キャリア支援を行う組織として、学生センタ

ーキャリア課を設置し、5 人の専任職員を配置している。学生センターキャリア課では、

全学部・学年に対する支援・指導体制を整えており、学生自らが学んだことを活かすこ

とができる進路支援やキャリアアップをはかる上で必要な能力を身につけることができ

る資格取得講座の開講、単位認定を伴わないインターンシップの紹介など、さまざまな

支援を随時展開している。 

さらに、学生の就職及び進学に関する事項やキャリア支援に関する事項を協議する全
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学的な体制として、学生センター部長を委員長とする「就職推進委員会」を設置してい

る。この委員会は、学長が委嘱する各学科の教員各 1 人と、学生センター事務部長及び

キャリア課長から構成され、毎月 1 回定例会議を開催している。 

【資料 2-5-1、2-5-2、2-5-3】 

 

1）教育課程内の取り組み 

 【経済情報学部】 

  ＜経済情報学科＞ 

  本学科で学んだ内容を活かし、いかに社会で活躍できるかを考えさせるためのカ

リキュラムを設定している。 

  2 年次Ⅰ期の「現代経済社会論 B」は、現代経済社会の実情を知るために、民間

企業等で活躍している方々から経済社会の現場で起きていることを学ぶ。外部講師

によるオムニバス形式の講義で、公認会計士や地元加古川市の企業経営者、企業の

人事担当者などが講師を務めている。各講師の話を通じて、学生が今の経済社会を

実感でき、将来の自分の姿を思い描くための一助となっている。 

3 年次Ⅰ期の「インターンシップ」は、企業等の一員として組織で働くことの苦

労や喜びを体験することを通じて、社会を知ることを目的としている。実習は 8 月

～9 月に企業等で 5 日間（40 時間）以上実施する。実習の前に事前指導、実習後に

は事後指導を行い、実習成果をレポートとして提出させ、学生自身の振り返りを促

している。学生へのオリエンテーションから事後報告までの一連の手順について、

毎年問題点を整理し、翌年改善するという PDCA にて実施手順を検証・評価してい

る。実習内容については、学生の報告や企業等からの評価結果、さらに必要に応じ

て学生へのヒアリングを通して検証している。 

 

 【健康科学部】 

＜栄養マネジメント学科＞ 

 本学科で養成する管理栄養士の職業理解をはかるため、入学後のオリエンテーシ

ョン期間に行われるフレッシュマンセミナーや、基礎科目である「基礎ゼミ」、兵庫

県栄養士養成施設協会主催の「栄養士をめざす学生の研修会」等を通じて、1 年次

から段階的に管理栄養士の職業について理解できる機会を持っている。 

 また、3 年次開講科目である「給食管理臨地実習」、「臨床栄養臨地実習」、「フー

ドサービスマネジメント演習」等において、外部講師による講演会（給食会社にお

ける管理栄養士の業務、病院における管理栄養士の業務等）と実践的演習により、

実習前の予備学習と領域別の管理栄養士業務を理解させている。さらに、それぞれ

の学外実習において、実際の管理栄養士業務を体験し、自分の現実的な将来を考え

る動機づけを促進している。 

 これらの学外実習に関する事前事後指導の取り組みについて、ほぼ全員が「効果

がある」と回答しており、学外実習後、管理栄養士として就職したいと、95％（思

っている 57.7％、少し思っている 37.2％）の学生が回答した。 
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＜健康システム学科＞ 

学科専門基礎科目として、「教育特論Ⅰ」「教育特論Ⅱ」「教育特論Ⅲ」を 3 年次

Ⅰ期より 3 期にわたって開講し、学生の進路選択・決定とその実現に向けた個人的

課題の解決に対する支援をおこなっている。授業はコーディネーターを務める教員

のもと学科教員全員が担当し、平成 25（2013）年度入学生からは「教育特論Ⅰ」

を卒業必修科目に指定するなど、学科としての学生のキャリア意識向上に努めてい

る。 

授業は少人数のグループワークや相互評価などを取り入れることで、主体的に取

り組む力を育み、また考えを発表し合い自らを客観的に捉える工夫など、その方法

においても社会的自立にむけた指導体制をとっている。 

受講生からは授業を契機に進路を深く考え、今後のキャリアに向けた指針を得た

などの評価を得ており、受講生が自らのキャリア設計に積極的になり、相互に高め

合う学習の機会になっている。 

 

＜看護学科＞ 

   看護学教育とキャリア教育の融合として、学部・学科ポリシー（ディプロマポリ

シー、カリキュラムポリシー、アドミッションポリシー）に基づき、豊かな人間性

と看護実践能力を備え、地域社会に貢献できる人材の育成を目指し、講義や様々な

実習を通じて、看護職者としての職業観を身につけている。また、看護学を主体的

に学ぶ基礎的能力を育成するため、ポートフォリオによる実践力の育成を行い、看

護師・保健師の受験資格の取得を目指している。 

   さらに、卒業生を招き行うホームカミングデーを開催し、卒業生から在学生へ職

場での実体験を伝えてもらうことにより、職業観を養うとともに社会的・職業的自

立に向けた責任感や使命感を培っている。この他、国際交流を通して、グローバル

な看護職の活躍を知り、海外における看護職の役割を学んでいる。 

  

 【生涯福祉学部】 

  ＜社会福祉学科＞ 

   平成 25（2013）年度より、4 年間一貫したゼミナール体制を構築し、3～4 年次

の実習に向けた専門教育を支える柱としている。このことにより、人に寄り添うこ

とのできる実践家としてのソーシャルワーカーを養成し、「対人関係力」、「問題解析

力」、「問題解決力」を身につけることを目的としている。1 年次、2 年次では、地

域に出かけて行うボランティアや地域における調査研究等、地域の人々との触れ合

いやニーズの理解によって、社会的・職業的自立に向けた力を育んでいる。また、

地域の社会福祉士会との交流を通じて、早い時期から学生が職業的イメージを持つ

ことができるように取り組んでいる。 

これらの取り組みにより、3〜4 年次の実習に対する学生の意欲や自信が増すだけ

でなく、事後指導および卒業演習において、ソーシャルワークに必要な理論と実践

の統合が図ることができ、社会で専門職として働くための土台を築くことができて

いる。 
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  ＜こども福祉学科＞ 

   1 年次Ⅱ期配当科目「初年次演習Ⅱ」において、キャリア形成の観点から「キャ

リアについて考える」をテーマとした授業を 3 回行っている。また，社会的・職業

的自立に向けた力をつけるため、コミュニケーション能力を身につける話し方や文

章・手紙の書き方等を学習する機会を設けている。学科で取得できる資格・免許を

活かした職業とその役割について認識を深める学習に取り組み、社会貢献を意識し

た職業的自立についても考える機会を設けている。 

 

2）教育課程外の取り組み 

  学生センターキャリア課では、学生の進路・就職相談をはじめ、履歴書・エント

リーシート添削、模擬面接、就職に向けた様々なガイダンスや行事の開催、求人情

報の提供、教育課程外のインターンシップ及び資格取得支援を行っており、学生の

キャリアに係わる様々な支援を行っている。また、就職先との連携強化や求人開拓、

および卒業後就職した卒業生の状況調査のため、事業所への訪問も行っている。 

また、「学生の進路が決定するまで徹底的にサポートする」という目標のもと、各

学科別に支援を担当するキャリア課のスタッフを決め、就職活動を行う対象学生全

員と個人面談を行い、学生の顔と名前を覚えるとともに、希望進路を把握した上で、

学生の進路に責任を持ったサポート体制で、常時学生の動向を把握して支援にあた

っている。【資料 2-5-4】 

さらに、各学科の就職推進委員と学生センターキャリア課が密に連携を取りなが

ら、相互に学生の進路状況の情報を共有し、学生の就職指導・助言等を行っている。 

  このような体制のもと、学生センターキャリア課では具体的に次のような支援を

展開している。 

 

①キャリアガイダンスの開催 

入学後のオリエンテーション期間中に、新入生を対象としたキャリアガイダンス

を開催している。卒業後の進路を見据え、学生生活をどのように過ごすのかについ

てアドバイスを伝え、学生生活において、学生自身のキャリアを考える気づきを与

えている。【資料 2-5-5】 

 

②就職ガイダンスの実施 

  毎年 7 月に大学 3 年生の全学部・学科を対象に就職ガイダンスをスタートさせ、

第１回目の就職ガイダンスでは、就職活動に向けての心構えや進め方、それぞれの

進路に応じた支援内容を伝え、学生の就職に対する意識を高めている。 

  平成 25（2013）年度の第１回目の就職ガイダンスについては、学生が授業によ

り就職ガイダンスに参加できない状況を回避するため、同内容の就職ガイダンスを

3 回開催し、学生がいずれか 1 回に出席できる機会を設け実施し、第 2 回目以降の

就職ガイダンスについては、平成 24（2012）年度に変更した形式を踏襲し、各学

科の専門性に応じた内容で、学科別で実施した。その結果、平成 25（2013）年度

の第 1 回目の就職ガイダンスの参加率は、88.6％と前年度より 4.4 ポイント上昇し
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た。 

   また、平成 25（2013）年度については、複数回開催する就職ガイダンスの参加

率を全体的に向上させるため、全 8 回実施していた就職ガイダンスを全 6 回に見直

したところ、後半に開催する就職ガイダンスの参加率が前年度より上がった。 

  その他、教員就職希望者向けの就職ガイダンス等も開催している。【資料 2-5-6】 

 

③学内企業説明会・選考会の開催 

   学生の就職活動の機会と学生と企業とのマッチングをはかるため、企業の人事担

当者を学内に招き、「学内企業説明会」を開催している。平成 25（2013）年度は、

年間計 25 日間開催し、延べ 111 社の企業から参加があり、延べ 438 人の学生が参

加した。参加企業 111 社のうち、12 社が本学へ新規に参加した企業であり、外部で

開催される様々な情報交換会や企業訪問によって、企業の新規開拓へつながってい

る。学内企業説明会に参加した企業への就職内定者は 30 人と企業就職希望者の

22.9％がつながり一定の成果を得ている。また、学生の就職活動における負担の軽

減および就職に結びつける施策として、本学と友好的な関係にある企業を招き、学

内において企業説明会と併せ 1 次採用選考試験まで行う学内企業選考会も開催して

いる。平成 25（2013）年度は、24 社の学内企業選考会を開催し、延べ 119 人が受

験、そのうち 5 人が就職内定につながった。【資料 2-5-6】 

 

  ④就職活動支援バスの運行 

   学生の就職活動における経済的負担の軽減、および学生の就職活動の機会を与え

ることを目的として、大阪等で開催される就職情報会社主催の合同企業説明会に、

平成 17（2005）年度からバスを運行し、学生を引率している。 

   平成 25（2013）年度は、12 月に 1 回バスを運行し、82 人の学生を引率した。こ

の就職活動支援バスを利用した学生の満足度は高く、参加学生の 91.4％の学生が満

足した結果となった。また、就職活動支援バスを利用した理由として、「交通費がか

からないから（86.6％）」との理由が大きな割合を占め、就職活動支援バスを運行す

る目的を十分に達成している。【資料 2-5-6、2-5-7】 

 

  ⑤卒業生講演会及び内定学生による就職活動体験談の開催 

   学生の職業観や就職意識を高めるため、卒業後就職した卒業生を講師として招聘

し、卒業生による講演会を開催している。在学生が、先輩にあたる卒業生から現在

の仕事内容や社会人に向けた心構えなどを聞き、卒業後の進路を考えるきっかけや

働くことに対する具体的なイメージを掴んでもらうことを目的としている。 

   また、内定学生による就職活動体験談では、初めて経験する就職活動に向けてよ

り具体的に活動の進め方を理解してもらうため、就職活動を終え内定を獲得した先

輩学生から後輩へ、就職活動の体験談を語ってもらう機会を設けている。 

【資料 2-5-6】 
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  ⑥就活バックアップセミナー（就職支援合宿）の実施 

   就職活動における採用試験本番に備え、大学 3 年生を対象に、1 泊 2 日で集中的

に採用試験を疑似体験してもらい、学生の就職意識の向上と就職活動に向けた力（就

職力）を身につけさせることを目的に、毎年就活バックアップセミナーを神戸市内

のホテルにて開催している。 

   平成 25（2013）年度は、通算で第 6 回目を迎え、学生 45 人が参加した。 

   この就活バックアップセミナーについては、前年度の反省を踏まえつつ、就職環

境や学生の状況等も考慮しながら、毎年少しずつプログラム内容を変更してきてお

り、平成 25（2013）年度については、コミュニケーション能力の向上を目指し、

グループディスカッションを重点的に行った。回を重ねるごとに目的を十分に達成

できるプログラムとして完成度が高まっている。 

   参加学生のアンケート結果からも、全員が「本セミナーを通して今後の就職活動

において参考になった」との回答を得ており、また、参加学生の 96.2％が「ぜひ後

輩にも勧めたい企画である」との回答結果となっている。【資料 2-5-6、2-5-8】 

 

  ⑦就活サポーター（内定学生）による就職相談 

   内定を獲得し、就職活動を終えた大学 4 年生の学生が、就職活動を行う大学 3 年

生の相談にのり、自らの就職活動経験をもとにアドバイスを行い、就職活動を支援

（サポート）する就活サポーター制度を導入している。【資料 2-5-6】 

 

  ⑧ハローワークとの連携による就職相談、および求人紹介 

   就職環境の厳しさを鑑み、平成 23（2011）年度から、地元のハローワーク加古

川と連携し、大学内において、大卒者等支援の専門職員「大卒就職ジョブサポータ

ー」による出張就職相談及び求人紹介を実施（毎週 1 回）している。 

   平成 25（2013）年度は、計 41 回実施し、延べ 233 人の学生が求人紹介・就職相

談を受けた。最終的に、ハローワークの紹介により就職に結びついた件数は、20 件

と前年度より 7 件増加し、一定の効果を得ている。【資料 2-5-6】 

 

  ⑨教育課程外におけるインターンシップ 

   学生が自己の適性を把握するとともに、将来の進路に向け、仕事の内容を理解す

るために、学生センターキャリア課では、就業体験ができる機会の情報提供を行っ

ている。本学では、兵庫県経営者協会と姫路経営者協会が主催するインターンシッ

プに参加し、学生の積極的な参加を促している。【資料 2-5-2】 

 

  ⑩各種資格取得講座の開催 

   学生が社会人に向けて、スキルアップやキャリアアップがはかれるよう、学内に

おいて様々な資格取得講座を開講している。この資格取得講座は、学科の専門性と

も関連させ、学内で学生が比較的安価な受講料で受講できるよう整えている。 

【資料 2-5-1】 
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  ⑪保護者対象就職説明会の開催 

  経済情勢の変化とともに、学生の就職環境が激変し、就職戦線の厳しさが続く中、

保護者の方に就職を取り巻く環境や本学の就職支援等について理解していただき、

家庭の中での就職活動生に対する支援等の一助となることを目的として、さらに学

生の就職活動に関して、保護者と大学との連携をはかるため、平成 22（2010）年

度より、就職に特化した保護者対象就職説明会を開催している。 

 平成 25（2013）年度は、通算第 4 回目の開催となり、従来開催していた 11 月か

ら 7 月に開催時期を変更し、大学 3 年生の保護者を対象に開催、50 組 72 人の保護

者の参加があった。（過去最多の参加者数） 

  参加した保護者のアンケート結果では、参加者全員から「就職説明会に参加して

良かった」との評価を得た。【資料 2-5-6、2-5-9】 

 

 

（3）2－5 の改善・向上方策（将来計画） 

1）教育課程内の取り組み 

【経済情報学部】 

 ＜経済情報学科＞ 

  インターンシップでは、高い職業意識の育成、自主性・実践力のある人材育成、

社会における関係性「学ぶ・働く・生きる」の理解の深化、地域企業に対する理解

の深化という教育目的を再認識し、オリエンテーションや履修指導において受講を

促していく。 

インターンシップ実施に際しては、インターンシップの目的・意義、大学での学

びを社会でどのように役立たせるか等を考え、業界研究や企業研究を行う事前研修

や、ビジネスマナー等の事前指導、実習経験を振り返り自己検証し、今後の進路選

択や就職活動にどう反映させるかを考える事後研修を充実させる予定である。 

 

【健康科学部】 

 ＜栄養マネジメント学科＞ 

   管理栄養士としての専門職を目指して入学してきているものの、入学時点ではそ

の業務に関する理解は曖昧であり、管理栄養士になりたいという目的意識が低く、

学習に対する意欲が乏しい学生も見受けられる。そのため、初年次教育として「管

理栄養士概論」を設け、管理栄養士の職務内容や職業倫理を認識させ、自分の将来

像について、考える機会をつくり、その職務に対するモチベーションを高めつつ、

学生の学習意欲を向上させている。 

   また、従来からの取り組みを基本としながらも、学生のニーズを反映した内容に

なるように進めていくとともに、教員からの一方的な指導だけでなく、学生にも自

主的な企画ができる機会を与えるなど、自分自身や仲間の将来を考えていくことも

重要な社会的・職業的自立への一歩と考え、支援できる枠組み作りを検討していく。 
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  ＜健康システム学科＞ 

「教育特論Ⅰ」～「教育特論Ⅲ」の開講時期として、3 年次Ⅰ期からでは取り掛

かりの時期として遅く、キャリア意識の醸成に時間を要することから、平成 26

（2014）年度入学生からは半期ずつ開講期を早める。また、「教育特論Ⅱ」「教育特

論Ⅲ」の授業を、学科特性を活かした教育関係・スポーツ産業（一般企業）関係な

ど、具体的な進路を想定した内容にすることで、教員採用試験をはじめとした就職

試験対策になると考え、今後は、進路支援を強く意識した授業計画に改善していく

予定である。 

 

  ＜看護学科＞ 

   全国的な看護師の人材不足であることから、学生は就職先を選べる状況にあり比

較的容易に就職先が決まってしまう。その結果、ミスマッチを生んでしまう可能性

が十分に考えられる。したがって、チューターが 4 年間を通じて、学生の資質や適

性を把握した上で、就職推進委員、学科長と相談の上、キャリア課と連携し、支援

を進めていく。また、3 年次Ⅱ期からスタートする病院・施設の領域実習において、

学生自身が興味関心のある分野や苦手な分野をしっかりと把握させた上で、進路選

択につなげていく。早期離職がおこらないよう、実習先病院及び就職先病院と連携

しながら、卒業生をフォローアップしていく。 

 

 【生涯福祉学部】 

  ＜社会福祉学科＞ 

   ゼミナール体制では、実践を通して社会福祉における利用者や住民に対する理解

が深まり、実習教育のスムーズな進行への効果が期待できる。また、現場経験を重

ねるほど、国家試験の問題を理解しやすい。このことから、座学で学んだ知識・技

術と現場経験の統合を図りやすく、目指す職業に到達できる可能性が高まることを

期待しているため、今後、ゼミナール体制の検証を行っていくことが重要である。

具体的には、ゼミナール体制の成果指標を設定して、他の講義科目（主要な国家試

験科目等）の成績や実習成果との関連性が検証できるような評価体制の導入をめざ

していく。また、多様な学生が入学してきている中、学習履歴や社会福祉関連の経

験の多寡により付加的プログラムを準備することも検討していく。 

 

  ＜こども福祉学科＞ 

   現在、実践している「初年次演習Ⅱ」での取り組みを継続し、3 年次配当科目で

ある「こども福祉専門演習Ⅰ」、「こども福祉専門演習Ⅱ」及び 4 年次配当科目の「こ

ども福祉卒業演習Ⅰ」、「こども福祉卒業演習Ⅱ」において、学生自身が志向する職

業、選択できる職業について学び、自らの能力や適性等を客観的に評価して、将来

を展望できるようにし社会的・職業的自立を目指していく。 
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2）教育課程外の取り組み 

   本学の就職率はもとより、就職希望率が全国平均と比較して、極めて高い値で推

移している。学生センターキャリア課では、今後も各学科と連携しながら、教育課

程内外を通じて、学生の就業意識、就職意識を高めつつ、高い就職率と高い就職希

望率を維持していけるよう支援を展開していく。さらに、企業就職希望者について

は、本来内定を獲得すべき時期の内定者が一般的な状況と比較すると少なく、改善

はしつつあるものの、まだ学生の内定獲得時期の遅れが生じている。したがって、

引き続き、学生の就職意識を向上させ、行動させるとともに、様々な授業を通じて、

社会で求められている課題解決力とコミュニケーション能力、協調性を向上させて

いく。 

 

 

2－7 学生サービス 

≪2－7 の視点≫ 

2-7-① 

2-7-② 

学生生活の安定のための支援 

学生生活全般に関する学生の意見・要望の把握と分析・検討結果の活用 

（1）2－7 の自己判定 

基準項目 2－7 を満たしている。 

 

（2）2－7 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

2-7-①  学生生活の安定のための支援 

本学の学生へのサービス、厚生補導のための業務は、学生委員会、学習支援センター

運営委員会、健康管理センター運営委員会による組織的支援と、担任制度（経済情報学

部：演習担当者、健康科学部・生涯福祉学部：チューター）による個別相談、健康管理

センターによる厚生支援、学生センターによる学生サービス支援で構成している。これ

らは全て各組織が相互に連携しながら、学生サービス、厚生補導にあたっている。 

 

1）学習相談・学習支援 

学習支援センターでは、自主学習環境を整備した場所を提供し、かつ国語、数学・

理科の教科担当スタッフが常駐し、学習についての疑問や質問・学生生活を送る上で

の悩みに応じている。なお、自主学習環境には、平成 26（2014）年 3 月から新たに

アクティブラーニング環境を整備した。 

また、同センターでは、国語・数学・理科の 3 教科の基礎学力を向上させ、専門科

目の学習へ備えるサポートを実施している。特に数学・理科においては、1 年生の基

礎学力に不安のある学生を対象に、学生がその時期に学ぶ分野を重点的に、数学・理

科科目担当スタッフによる基礎講座を開講している。これらは高校までの学びに自信

の無い 1 年生において、基礎学力面で力を付けさせるだけでなく、専門教育内容の理

解、習得に効果をあげている。 

この他にも、就職活動時の採用試験対策として国語と数学の分野の就職対策基礎講

座をそれぞれ全 10 回にわたって実施し、かつ教員採用試験対策を個別で指導してい
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る。また、初年次教育での文書作成講習の実施や、実習先への礼状の添削など、それ

ぞれの学科の教育に応じた支援を実践している。 

なお、同センターで対応した学生については、毎月開催する学習支援センター運営

委員会で状況報告するだけでなく、どのような支援をしたかを毎月学科へフィードバ

ックしている。さらに、年 1 回学科代表者と同センタースタッフが集まり情報交換を

行い、同センターの今後の支援方法を学科と共に検討するなど、学科教育との連携や

学生指導に役立てている。【資料 2-7-1、2-7-2、2-7-3】 

 

2）経済的支援 

  学生に対する経済的支援に関しては、それぞれの事情を確認した後、日本学生支援

機構奨学金や本学独自の奨学金、公的機関の奨学金、教育ローンなどを紹介している。 

日本学生支援機構の奨学金については、学内応募割合が年々高まる中、希望する者

に応える事ができるように密接な対応を行っている。その結果、平成 25（2013）年

度においては日本学生支援機構奨学金申請者の 73.6％が、奨学生として採用され、経

済的支援に成果を上げている。 

本学独自の奨学金については、「河野教育振興基金奨学金」や「兵庫大学給付奨学金」、

そして同窓会が支援している「兵鸞奨学金 A」「兵鸞奨学金 B」がある。本制度は、経

済的困窮度が高く、成績優秀な学生を対象に、一定金額を給付する奨学金制度である。 

また、学業、課外活動または社会活動のいずれかで、優れた功績をあげた学生に対

して、学長からの表彰と共に年間 10 万円給付する「優秀学生表彰制度」がある。平成

25（2013）年度には学生 20 人に対して表彰状と共に奨学金を給付している。 

その他、経済的支援として、特別な事情により、急にお金が必要になった学生を

対象に「学生貸出金制度」を設け、学生課で対応している。平成 25（2013）年度で

は予定外の支出への経済支援で 4 件、総額 353,720 円貸し出している。 

学費納入に関しては、Ⅰ期・Ⅱ期それぞれの期日までの学納金の納入が困難である

場合において、毎学期約 4 ヶ月間の猶予を与える延納制度を導入している。平成 25

（2013）年度においてはⅠ期 64 件、Ⅱ期 77 件の利用があった。 

他にも、株式会社オリエントコーポレーションと提携した教育ローン「学費サポー

トプラン」を用意している。平成 25（2013）年度は 24 件の利用があった。 

また、入試においても経済的支援として、「経済支援型特別入試」を導入し、その入

学者に対して授業料等を全額免除している。その他にも、学費の経済的負担の軽減と

地域貢献として、地元である加古川市、高砂市、播磨町、稲美町地域の受験生を対象

に「地域密着型特別入試」を導入し、その入学者に対しては授業料を半額免除してい

る。なお、同入試においては、指定する地域のエリアを平成 24（2012）年度に見直

し、平成 26（2014）年度入試から兵庫県内在住もしくは、兵庫県内の高等学校に在

籍する受験生を対象としている。 

これら経済的支援の状況については、表 2-7-1 に経済支援状況として一覧にまとめ

る。【表 2-13】【資料 2-7-4】 
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表 2-7-1 経済支援状況（平成 25 年度） 

奨学金の名称 学内外 給付等 
対象 

学生数（人） 
支給または 

貸与総額（円） 

河野教育振興基金奨学金 学内 給付 2 600,000 

兵鸞奨学金 A 学内 給付 3 900,000 

兵鸞奨学金 B 学内 給付 1 53,580 

地域密着型入試授業料免除 学内 免除 30 18,315,000 

経済支援型特別入試授業料免除 学内 免除 29 39,460,000 

優秀学生表彰制度 学内 給付 20 2,000,000 

学生貸出金制度 学内 貸与 4 353,720 

学費サポートプラン 学外 貸与 24 18,386,410 

本願寺派教学助成財団 学外 給付 2 160,000 

日本学生支援機構奨学金（第一種） 学外 貸与 274 174,684,000 

日本学生支援機構奨学金（第二種） 学外 貸与 657 679,080,000 

三木市奨学金 学外 給付 4 432,000 

宝塚市奨学金 学外 貸与 2 720,000 

日本赤十字社兵庫県支部 学外 貸与 3 1,800,000 

加古川市民病院機構奨学金 学外 貸与 15 13,800,000 

甲南病院奨学金 学外 貸与 2 1,440,000 

北播磨総合医療センター奨学金 学外 貸与 2 960,000 

西宮市立中央病院奨学金 学外 貸与 1 600,000 

赤穂市民病院奨学金 学外 貸与 1 960,000 

京都府看護師等修学資金 学外 貸与 1 432,000 

国立循環器病研究センター奨学金 学外 貸与 1 600,000 

合 計 1,078 955,736,710 

 

3）課外活動への支援 

課外活動については、学内団体による課外活動支援を学生自治会である学生会が統

括している。そして学生会が支援する学内団体には、体育会の学内団体：32 団体、文

化会の学内団体 15 団体の合計 47 団体が登録され、59.0％の学生（延べ 728 人）がいず

れかの学内団体に所属している。 

各学内団体の活動における指導者として専任教員・事務職員が顧問または監督とな

り、学内団体の活動支援を行っている。そして学内団体課外活動における経済的支援

については、学友会・学生会などの後援団体からの経済的支援として、各種目におけ

る連盟や団体に加盟・登録するための費用や、活動における経費の一部を負担してい

る。また、課外活動活性化を目的に、優勝・準優勝など好成績を挙げた団体または個

人を対象に、奨励金を給付している。 

また、全学内団体を対象にクラブ運営に関する面談を学生課員が年 1 回行い、各学

内団体の現状を把握し、部室を含んだ施設設備の充実や実際の活動に対する様々な支

援を行っている。事故対応としては「事故発生時の連絡網」を作成し、健康管理セン
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ター、医療機関などと連携し、課外活動中の学生の危機管理体制を整えている。 

なお、学内団体 47 団体の内、漕艇部・女子駅伝部・ウエイトリフティング部・バ

レーボール部・吹奏楽部の 5 団体を強化指定クラブとしている。強化指定クラブの支

援方法としては、他の学内団体と同様の支援の他、さらに上位の大会をめざすために

必要な指導者の雇用、練習環境の整備し、かつ合宿や遠征費などの経済的支援をして

いる。これら支援により、平成 25（2013）年度においては、以下のような活動記録

を残した。【表 2-14】【資料 2-7-5、2-7-6】 

 

【平成 25（2013）年度 強化指定クラブの主な活動記録】 

《漕艇部》 

第 24 回関西学生秋季選手権大会 男子ダブルスカルに出場し、準優勝 

《女子駅伝部》 

第 90 回関西学生陸上競技対校選手権大会 女子 10000m に出場し、3 位 

第 66 回西日本学生陸上競技対校選手権大会 女子 5000m に出場し、6 位入賞 

  第 1 回富士山女子駅伝（全日本大学女子選抜駅伝競走）の西日本選抜チームに 1

名選出され、6 区に出場 

《ウエイトリフティング部》 

第 53 回西日本学生ウエイトリフティング選手権大会大学対抗Ⅱ部校 6 位入賞 

《女子バレーボール部》 

関西大学バレーボール連盟 春季リーグ戦  7 部リーグ 1 位 

関西大学バレーボール連盟 秋季リーグ戦  6 部リーグ 3 位 

《吹奏楽部》 

アンサンブル・フェスティバルひょうご in 淡路に出場し、奨励賞を受賞 

 

その他にも、ボランティア活動では、学生向けに告知するためのボランティア掲示

板を設置し、興味のある学生に対して情報提供を行い、かつボランティア活動をする

際には参加学生の経済支援として現地までの交通費を支給するなど、学生がボランテ

ィア活動により参加しやすいように、学生課の職員を中心に個別対応しながら様々な

支援を行っている。また、地域にある自治体や各種施設からのボランティア事業の要

請については、学長室と学生課が連携して、学生への呼びかけから学生派遣まで行い、

地域のボランティア活動へ積極的に学生を派遣している。これら活動を含み平成 25

（2013）年度では、ボランティア活動で 44 件の実績、延べ 477 人の学生が参加した。 

【表 2-14】【資料 2-7-7】 

 

4）健康管理 

  学生に対する健康管理、相談・心的支援等については、健康管理センターが中心と

なり対応している。 

健康管理センターには医師及び専門の職員（医師免許を持つ教員 2 人、保健師・看

護師の資格を持った常勤の専任職員 2 人）を配置し、健康管理を行っている。また、

傷害や疾病に対しては適宜応急処置等を行っている。毎年 4 月には、全学生に対して



兵庫大学 

23 

定期健康診断を実施している。また心的支援・生活相談等については、上述の専門の

職員が窓口となり相談の受付を行っている。さらに、より専門的なカウンセリングが

必要な学生に対しては、個別に学内の心理カウンセラーがカウンセリングを実施して

いる。平成 25（2013）年度の相談件数は 902 件であった。相談のあった学生につい

ては、必要に応じて、ゼミ担当教員やチューターと情報共有して連携し、相談した学

生の学修環境の整備に努めている。 

その他にも、教職員対象の研修会を健康管理センターで企画・実施している。平成

25 年度においては、発達障がい学生の対応について理解を深めるために、ひょうご発

達障害支援センターから講師を招き、平成 25（2013）年 9 月に教職員対象の発達障

がいセミナーを開催した。当日は教職員全体の約 40％にあたる 75 人の参加があった。 

なお、学生生活全般的な相談については学生課と学習支援センターが中心となり対

応し、必要に応じて健康管理センターと連携している。【表 2-12】 

  

5）その他相談 

セクシュアル・ハラスメント、アカデミック・ハラスメント、パワー・ハラスメン

ト、ジェンダー・ハラスメント、モラル・ハラスメントの対策については、学内に相

談員を配置し、学生のあらゆる面からの救済をはかり、学生の学ぶ環境づくりの充実

に努めている。 

 

2-7-② 学生生活全般に関する学生の意見・要望の把握と分析・検討結果の活用 

学生サービスに対する学生の意見等を汲み上げるシステムについては、学生センター

などの各課窓口対応の他に、定期的に実施しているアンケート調査（「学生生活実態・意

識調査」ほか）がある。また、学生が大学に対する様々な意見・要望を提出し、解決す

るための協議機関として、「キャンパス・リフォーム委員会」がある。 

 

1）窓口対応 

学生センターなどの各課にはそれぞれの窓口が設置され、学生からの意見・要望に対

応している。その中でも授業に関する意見・要望は教務課で対応し、学生センター部長

が学部長・学科長に報告のうえ、状況確認した後に学生へ回答するよう体制をとってい

る。その他にも、学生生活を有意義に送ることができるように、生活上の問題や交友関

係などの相談を中心に「なんでも相談コーナー」を学生課に設置し、かつ勉学上の相談

やその他相談に対応する「よろず相談」を学習支援センターに設置し、組織間連携をし

ながら学生の悩みに対応している。 

 

 2）アンケート調査 

  学生生活の実態や意識及び学生の意見・要望を調査するべく、原則として 3 年に 1

度、全学生を対象に「学生生活実態・意識調査」を実施している。平成 25（2013）

年度は、第 6 回目の同調査を平成 26（2014）年 2 月に実施した。特に今回は第 5 回

までに調査した項目を活かしつつ、近年の学生の動向を把握するため、全ての調査項

目の見直しを実施した。その結果については、平成 26 年 7 月に学内ネットワークで
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公開する予定である。 

また、学生食堂については毎年利用者アンケートを実施している。平成 25（2013）

年度においては平成 25（2013）11 月に実施し、そのアンケート結果を参考に、あん

かけうどんや八宝ラーメン、オムハヤシなど新たなメニューを 5 品目導入、販売価格

もおにぎりを 90 円から 50 円に値下げするなど、学生食堂改善に活用している。 

【資料 2-7-8】 

 

３）キャンパス・リフォーム委員会 

本学では、これからの教育運営に役立てるために、キャンパス・リフォーム委員会を

毎年 2 回開催している。ここでは、教育運営などを題材にして、学生の代表者と学長を

はじめとする大学側が意見交換を行い、授業の改善、学生生活の充実、そして施設設

備の改善等について、学生から出た意見・要望に対して、大学側の考え方や対応等を

その場で回答をしている。平成 25（2013）年度は、兵庫大学の良い点・好きな点、

悪い点について学生から忌憚のない意見を引き出し、それをもとに改善すべき点を中

心に協議を行った。そして、同委員会で話し合われた内容を同委員会広報誌「キャン

パス・リフォーム委員会新聞」に掲載し、全学生に対して配布した。【資料 2-7-9】 

 

（3）2－7 の改善・向上方策（将来計画） 

学生生活の充実を図るため、今後も引き続き、「学生生活実態・意識調査」を定期的に

実施し、学生生活の現状把握に努め、学生委員会で支援体制の検討・改善を行い、さら

なる向上を検討していく。 

また、さまざまな学生相談・支援に応じるため、発達障がいセミナーを中心に教職員

向けの講座を継続していく。 

その他にも学生の向上心を育てるために、優秀学生表彰制度を見直し、成績優秀や正

課外活動の実績を評価し、かつ経済支援ができる制度を充実させたい。 

 

 

2－8 教員の配置・職能開発等 

≪2－8 の視点≫ 

2-8-① 

2-8-② 

 

2-8-③ 

教育目的及び教育課程に即した教員の確保と配置 

教員の採用・昇任等、教員評価、研修、FD(Faculty Development)をはじめ

とする教員の資質・能力向上への取組み 

教養教育実施のための体制の整備 

（1）2－8 の自己判定 

基準項目 2－8 を満たしている。 

 

（2）2－8 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

2-8-① 教育目的及び教育課程に即した教員の確保と配置 

本学における教員配置は、表 2–8–1「大学院設置基準上の必要専任教員数と本学現員

数」及び表 2–8–2「大学設置基準上の必要専任教員数と本学現員数」のとおりとなって
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いる。いずれにおいても設置基準上の必要専任教員数及び教授（大学院においては研究

指導教員）数を確保している。 

なお、大学院については、学部教育課程と大学院教育課程の接続の観点から、経済情

報学部の教員の中から、学内での資格審査を経てこれを兼ねている。 

 

表 2–8–1「大学院設置基準上の必要専任教員数と本学現員数」（平成 25 年 5 月 1 日現在） 

研究科 専攻 
収容 

定員 

必要専任教員数 現員 

 
研究指導 

教員数 
 

研究指導 

教員数 

  教授数   教授数 

 

経済情報研究科 

 

経済情報専攻 

人 

40 

人 

11 

人 

7 

人 

4 

人 

13 

人 

9 

人 

6 

 

表 2–8–2「大学設置基準上の必要専任教員数と本学現員数」（平成 25 年 5 月 1 日現在） 

学部 学科 
収容 

定員 

必要専任 

教員数 現 

員 

教員構成 

別表 1 別表 2 教授 准教授 講師 助教 

 

経済情報学部 

 

経済情報学科 

人 

324 

人 

12 

人 

 

 

 

 

17 

 

 

 

人 

18 

人 

9 

人 

8 

人 

1 

人 

0 

健康科学部 栄養ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学科 360 10 18 10 2 5 1 

健康ｼｽﾃﾑ学科 160 10 12 5 4 3 0 

看護学科 300 12 23 6 3 9 5 

生涯福祉学部 社会福祉学科 180 7 12 5 6 1 0 

こども福祉学科 50 7 11 5 4 2 0 

合 計 1,374 75 94 40 27 21 6 

 

 

その他、栄養士及び管理栄養士養成施設である健康科学部栄養マネジメント学科では、

「管理栄養士学校指定規則」第 2 条において規定されている必要専任教員数等の基準を

充足している。 

また、保健師及び看護師指定学校である健康科学部看護学科では、「保健師助産師看

護師学校養成所指定規則」第 2 条及び第 4 条において、保健師の資格を有する専任教員を

3 人以上、看護師の資格を有する専任教員を 8 人以上配置することが必要であるが、そ

れぞれ保健師 3 人、看護師 17 人を配置し基準を充足している。 

 

2-8-② 教員の採用・昇任等、教員評価、研修、FD(Faculty Development)をはじめと

する教員の資質・能力向上への取組み 

教員の採用・昇任の選考基準については、「兵庫大学専任教育職員選考規程」に、教授、

准教授、専任講師、助教、助手の選考基準が明示されている。運用に関しては、教員の

採用・昇任の発議は、学部長が教授会の議を経て大学運営会議に提案を行う。大学運営

会議は採用の必要可否及び昇任の可否を審議決定する。専任教員の採用は原則として公
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募により行われる。また、「兵庫大学等任期を定めて任用する教員に関する規則」を制

定し、任期を定めて任用する教員の採用を実施している。さらに、「兵庫大学等特別任

用教員規則」を制定し、本学の教育方針に賛同し教育研究遂行上または講義編成上特に

必要とする者を特別任用教員として採用している。 

教員の採用・昇任については、「兵庫大学専任教育職員選考実施取扱要領」及び「兵

庫大学専任教育職員採用の手続きについて」に規定している。その他、昇任候補者の選

出については、「兵庫大学専任教職員の昇任候補者選出に関する内規」を規定している。

運用に関しては、教授会及び大学運営会議において審議決定された候補者について、①

資格審査委員会における審査、②資格審査委員会の審査結果を基に教授会において採用

または昇任の可否について審議、③教授会において「可」の判定を受けた場合、大学運

営会議において採用または昇任の可否について審議決定を行う。 

なお、採用の場合、学長は教授会において「可」の判定を受けた候補者に対して面接

を行う。さらに理事長は大学運営会議において「可」の判定を受けた候補者に対して面

接を行い、最終的に候補者の採用を決定する。 

また、任期を定めて任用する教員及び特別任用教員の採用についても、上述の手続き

を経て採用を決定している。 

教員の資質・能力向上への取組みとしては、平成 13（2001）年度に「授業評価アン

ケート」を開始し、その後種々検討・改善を行ったのち、平成 25 年度より現在の「授

業アンケート」に至っている。この「授業アンケート」は、各学期末に開講した全授業

科目を対象に実施しており、その結果については担当教員へのフィードバック及び学内

ホームページへの掲載を行っている。また、担当教員はフィードバックの結果を踏まえ

学生に対するコメントを学内から閲覧可能なホームページに掲載することができる。さ

らに平成 19（2007）年度からは、教員が希望する授業科目を対象に学期開始 4 ～ 5 週目

に「中間アンケート」を実施している。その集計結果は担当教員に 1 週間以内にフィー

ドバックしており、このことにより授業開始直後での学生の意見等を把握することがで

きる。 

なお、平成 16（2004）年度から「教員評価制度」を導入した。この「教員評価制度」

は各年度を評価対象期間とし「教員評価の評価点の基準」をもとに教員個々が所定の「個

人評価調査票」を作成し自己申告を行うことで評価を行っている。教員評価の結果は、

全体の集計結果を公表し、教員個々の評価結果については、それぞれの所属学部長から、

文書でフィードバックしている。また、教員評価結果の処遇については、賞与に加算す

ることで反映させている。 

FD 活動については、平成 17（2005）年度に、授業の内容、方法等の改善をはかるこ

とを目的に行う組織的な活動を実施するため（FD）に、また、授業の内容、方法等につ

いての学生による評価を実施するため（授業評価）に、「兵庫大学・兵庫大学短期大学

部 FD・授業評価実施委員会」を設置した。その後、「FD 委員会」及び「授業評価実施

委員会」等の設置を経て、平成 21（2009）年度からは、「FD」及び「授業評価」を所掌

事項とする「兵庫大学・兵庫大学短期大学部 FD 委員会」を設置し、本学における教員の

授業改善及び全学の教育の質の向上を目指した取り組みを実施している。 

平成 25（2013）年度は、4 月に本学に着任した新任教職員を対象に、「新任教職員研
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修」を実施した。また、11 月には「授業公開」を実施し、2 月には、「学生の能動的・

主体的な学修をいかに作り出すか」を主眼とした「アクティブ・ラーニングに関する講

演会」を実施した。【資料 2-8-1、2-8-2、2-8-3、2-8-4、2-8-5】 

 

2-8-③ 教養教育実施のための体制の整備 

教養教育の充実のため、全学的な組織として「兵庫大学・兵庫大学短期大学部基礎・

教養科目委員会」を設置し、科目設定及び科目担当者、その他基礎・教養科目運営に関

することについて審議している。さらに、「同委員会」で審議した内容については、各学

部の「教務委員会」に提案または報告を行った後、各学部の「教授会」で決定するシス

テムを取っている。また、教養教育の実施運営については学生センター教務課が担当し

ており、その教務課を統括している責任者（学生センター部長）が「兵庫大学・兵庫大

学短期大学部基礎・教養科目委員会」の委員長を務めていることから、審議並びに運営

の責任体制は整備されている。 

 

（3）2－8 の改善・向上方策（将来計画） 

専任教員数については、現在の適切な状態を維持し充実をはかる。また、教員新規採

用時には教員構成のバランスを考慮しながら教員配置を行うように進める。 

教員の採用・昇任については、教育環境等の変化に伴い、研究業績や教育業績のみな

らず、社会活動等の業績を考慮し資格審査を行っていく必要がある。今後は社会活動等

の業績を評価できる選考基準の策定を進める計画である 

学内の FD 活動や授業アンケートの実施については認知されているが、授業改善の具

体的な方策についての共通理解は教員により差があることは否めない。 

今後は、さらなる FD 活動を推進するため、学習履歴や意欲等において多様化してい

る本学の学生の実態を把握することを目指すとともに、教員主体の教授（ティーチング）

から学生主体の学び（ラーニング）への転換を進めるなど、教員の能力を最大限に引き

出した授業・学習改善を進める。 

「教員評価制度」は、平成 18（2006）年度に「教員評価制度のあり方検討委員会」に

より、平成 18（2006）年度と平成 21（2009）年度にそれぞれ見直しを行い、平成 22（2010）

年度からは一部変更を行った内容で実施している。「同制度」の評価項目及び実施体制に

ついては、毎年見直しを実施することとしており、今後も継続して完成度の高い「教員

評価制度」を目指す。 
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基準 3．経営・管理と財務 

3－1 経営の規律と誠実性 

≪3－1 の視点≫ 

3-1-① 

3-1-② 

3-1-③ 

 

3-1-④ 

3-1-⑤ 

経営の規律と誠実性の維持の表明 

使命・目的の実現への継続的努力 

学校教育法、私立学校法、大学設置基準をはじめとする大学の設置、運営に

関連する法令の遵守 

環境保全、人権、安全への配慮 

教育情報・財務情報の公表 

（1）3－1 の自己判定 

基準項目 3－1 を満たしている。 

 

（2）3－1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

3-1-① 経営の規律と誠実性の維持の表明 

本学の設置者である学校法人睦学園（以下、本学園という。）の管理運営は、「学校法

人睦学園寄附行為」（以下、寄附行為という。）、「理事会業務委任規則」、「学校法人睦学

園組織規則」、及びそれに基づく関連規定により行っている。【資料 3-1-0】 

寄附行為第 3 条には、「この法人は、教育基本法及び学校教育法に従い、「建学の精神」

に基づく学園の教育目的のもと、学校教育を行い、社会に貢献できる人材を育成するこ

とを目的とする。」と明確に表明している。【資料 3-1-1、3-1-2】 

なお、「建学の精神」の内容については、学園の設置学校によって統一性に欠如してい

た内容を平成 17（2005）年 5 月 21 日開催の理事会において「『和』を根本の精神とし

て仰ぎ、仏教主義に基づく情操教育を行い、有為な人材を育成する」へと統一し、同年

6 月 10 日の全教職員の集い「進
しん

睦
ぼく

610
ろくてん

会
かい

」で周知し、同時に学園のホームページにも掲

載している。 

 

3-1-② 使命・目的の実現への継続的努力 

本学園の管理運営は、私立学校法に基づき「理事会」、「評議員会」等が行なっている。

理事長のみに代表権を付与し、理事長が学校法人を代表し、その業務を総理している。

管理運営機関には、議決機関としての「理事会」、日常業務等の協議・決定機関としての

「常任理事会」、諮問機関としての「評議員会」を設置し毎年定期的に開催している。ま

た、監査機関としての「監事」を設置している。 

本学園は「建学の精神」に基づき、基本目標を「地域に愛される学園」「質を重視する

学園」と定め、その実現へ向けた具体的方策として、平成 22（2010）年に法人では、

財政健全化に向けて第 7 次財政中期計画を、大学では、教育、研究、社会貢献等を軸に

した第 1 次中期計画を策定し、確実な業務の遂行と努力を継続している。 

 

3-1-③ 学校教育法、私立学校法、大学設置基準をはじめとする大学の設置、運営に

関連する法令の遵守 
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前述の寄附行為第 3 条のほか「兵庫大学等就業規則第 3 条」にも「職員は、教育基本

法及び学校教育法に従うとともに、「建学の精神」に基づく学園の教育目的を尊重しなけ

ればならない」「職員は、この規則及びその他の大学内の諸期則を守り、誠実にその職務

を遂行しなければならない」と定めている。また、私立学校法、大学設置基準等の関係

法令の遵守はもとよりそれらが改正された場合も速やかに対応し、法令の遵守に努めて

いる。 

 

3-1-④ 環境保全、人権、安全への配慮 

（ア）環境保全 

本学は、開設当時から周辺自然環境と調和したキャンパス作りに努めており、とり

わけ校地には緑葉樹を多く有しており、自ずと周辺地域における二酸化炭素削減に資

している。また、従来からの取組みに加え、東日本大震災を契機に、大幅な消費電力

の削減を目指し一層の省エネルギー対策に取組んでいる。具体的には、照明設備の消

灯徹底・空調設備の効率運転・OA 機器備品等の効率的使用等を実施している。 

また、喫煙については受動喫煙防止法に基づき、学内には分煙措置を講じている。 

（イ）人権 

「兵庫大学・兵庫大学短期大学部人権教育推進委員会規程」を制定し、同委員会に

よって毎年活動方針を策定し、人権教育の活動方針を策定している。取り組みの内容

としては、同委員会の委員が中心となって各種研修会への参加、学生や教職員対象の

人権教育講演会の開催等を定期的に行うことで全学的な人権意識の敷衍に努めている。

【資料 3-1-3、3-1-4】 

「兵庫大学・兵庫大学短期大学部ハラスメントの防止等に関する規程」を制定し、

全教職員（派遣職員等含む）には小冊子「ハラスメントの防止等に関するガイドライ

ン」を配付し、教職員及び学生に各種ハラスメントの防止並びに問題が生じた場合に

適切に対応するための措置について必要な事項を周知し、教職員及び学生の教育研究、

就業及び学習の公正で安全な機会及び権利の保障に努めている。さらに、学生は学外

実習の機会が多いことから、「ハラスメント防止に向けて<実習編>」のリーフレットを

作成し、各実習施設等へ配付を行うことで理解と協力を得て、学外実習先でのハラス

メントの防止にも努めている。【資料 3-1-5、3-1-6、3-1-7】 

（ウ）安全 

「危機管理に関する規程」に基づき、本学及び本学の周辺、また本学の構成員の身の

上において、緊急に対処すべき危機事象が発生した場合には、学長は、危機対策本部

を設置し、その対応にあたることになっている。さらに「危機管理ガイドライン」に

基づき、危機管理対策本部の役割や危機事象事例とその担当部署を明確にし、危機事

象発生の場合の対応に備え、連絡網や責任者を明確にしている。 

火災、地震等の災害については、「防災管理規程」により、防火管理者、防災責任者、

火元責任者を置き、その災害に備えている。【資料 3-1-8、3-1-9、3-1-10】 

火災発生のための訓練として、毎年、教職員や学生を対象に加古川市消防署の指導

により防災訓練を実施している。 

人命の緊急事態に備えて、学内に「AED」装置を 4 台配置するとともに、毎年 1 回
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学生・教職員対象に「AED」講習会（普通救命講習）を開催し、「AED」装置を扱え

る修了者を増やしている。なお「AED」装置については、近隣の住民にも対応できる

よう体制を整えている。【資料 3-1-11、3-1-12】 

薬品類の取扱いについては、「薬品類の取り扱い管理及び廃棄等に関する規程」によ

り、管理責任者、取扱い責任者、総括取扱責任者を置き、薬品類の購入、取扱い、保

管、管理及び廃棄に関して、事故防止を万全に行うよう安全管理体制を整備している。

【資料 3-1-13】 

コンピュータ関連のセキュリティー対策としては、学内と学外のネットワーク接続

点に「ファイアーウォール」を設置、通信を制御し、学内ネットワークの安全を維持

している他、電子メールのウイルス対策としてメールサーバー上で「ウイルス対策ゲ

ートウェイ」を稼働させ、送受信されるすべての電子メールに対してウィルススキャ

ンを行い、ウイルス付きの電子メールが送られることを防止している。また、急な停

電等に対応できるよう各種サーバー及びネットワークには「無停電電源装置」を整備

している。 

個人情報の保護に関しては、「個人情報の保護に関する規程」を制定し、法令の遵守

はもちろんのこと、学園及び教職員が果たすべき責務を明確にしている。 

【資料 3-1-14】 

その他、学内の警備体制は、守衛を常時 2 名以上配置し、365 日、24 時間管理体制

を確立させている。学生や教職員の健康面については、健康管理センターを設置し、

カウンセリングが必要な場合、カウンセラー等が対応できるシステムを整えている。

また、教職員の安全衛生の維持向上、健康障害防止等については、「衛生委員会規程」

に基づき、「衛生委員会」が対応している。【資料 3-1-15】 

 

3-1-⑤ 教育情報・財務情報の公表 

教育情報は、学校教育法施行規則で定められたとおり、本学ホームページにおいて教

育・研究及び学生支援関係の情報を公開している。また、平成 26（2014）年度から導

入される大学ポートレートにも参画し幅広い情報提供へ向け準備を進めている。 

財務情報は、学園の広報紙「別冊あおぞら」で事業報告書、資金収支計算書、消費収

支計算書、貸借対照表及び財産目録等を公表しているとともに、学園のホームページに

おいても経年度分を含め同様に公開している。 

財務書類の閲覧に関しては、「学校法人睦学園財務情報等の閲覧に関する規則」を制定

し適切な開示に努めている。【資料 3-1-16】 

 

 

（3）3－1 の改善・向上方策（将来計画） 

経営の規律と誠実性は継続的に維持できている。安全への配慮については将来予想さ

れる大規模地震や台風等の自然災害、失火、停電、新型ウイルス感染や学生事故にまで

多岐に至ることから、これらの危機管理体制の実効性を検証するとともに地域との連携

協力を視野に入れた広域的な危機管理体制の構築へ向けさらに努力する方針である。 
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3－2 理事会の機能 

≪3－2 の視点≫ 

3-2-① 使命・目的の達成に向けて戦略的意思決定ができる体制の整備とその機能性 

（1）3－2 の自己判定 

基準項目 3－2 を満たしている。 

 

（2）3－2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

3-2-① 使命・目的の達成に向けて戦略的意思決定ができる体制の整備とその機能性 

（ア）理事会 

私立学校法のもと、寄附行為第 17 条において明確に理事会を最終的な意思決定機

関として位置づけている。理事会では「理事会業務委任規則」に則り、法人及び設置

校の管理・運営に関する重要事項を審議することとし、定例の 5 月及び 3 月に加え年

間 5、6 回開催している。なお、議決要件として「理事会に付議される事項につき書

面をもって、あらかじめ意思表示をした者は、出席者とみなす」（寄附行為第 17 条第

10 項）ことも明確に定めており、意思決定は適切に行われている。 

現在、理事は 12 人（大学長 1 人、設置学校園の長 2 人、評議員からの選任者 2 人、

学識経験者 4 人、法人職員 3 人）で構成しており、理事のうち 1 人を理事長として選

任し、それぞれ寄附行為に定めた職務を行なっている。【資料 3-2-1】 

（イ）常任理事会等 

本学園の理事会会議規則に基づき、設置学校の日常業務に関する重要事項の連絡調

整や業務の統一的かつ速やかな遂行等を図るために常任理事会を置いている。 

常任理事会は、理事長、学長及び学内理事に加え、設置校の教頭及び事務長等で構

成する「拡大常任理事会」として、理事会の議案の他、学校法人の日常業務全般につ

いて機動的に協議・決定を行なえるよう月 1 回定例開催している。その決定事項は理

事会において理事長から報告を行っている（理事会会議規則第 19 条）。 

この他に理事会の諮問機関機能を担う「学園協議会」を備え、学園運営の諸課題に

ついて審議・立案等を適宜行なっている。 

管理運営に係る事務は法人事務局（企画調整室、総務室、財務室等）が担い、「法

人事務局事務分掌規定」に基づき、経営方針、財務及び人事面の企画調整等を行なっ

ている。【資料 3-2-2、3-2-3、3-2-4、3-2-5、3-2-6】 

 

（3）3－2 の改善・向上方策（将来計画） 

平成 17（2005）年 4 月の私立学校法改正に伴い、管理運営体制の改善・強化に努   

めてきた。今後も急速に変化する社会情勢に迅速かつ的確に対応し、安定した経営を行

なうため、意思決定機関として理事会機能を充実させるとともに、監事機能を十分に稼

働させることで法人経営の充実を図る方針である。さらに、「建学の精神」、「教育の理念」

に照らしつつ、本学園の基本目標である『地域に愛される学園』『質を重視する学園』を

確固たるものにするため、経営と教学の一体感を醸成する体制整備にも努める方針であ

る。 
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3－3 大学の意思決定の仕組み及び学長のリーダーシップ 

≪3－3 の視点≫ 

3-3-① 

3-3-② 

大学の意思決定組織の整備、権限と責任の明確性及びその機能性 

大学の意思決定と業務執行における学長の適切なリーダーシップの発揮 

 

（1）3－3 の自己判定 

基準項目 3－3 を満たしている。 

 

（2）3－3 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

3-3-① 大学の意思決定組織の整備、権限と責任の明確性及びその機能性 

大学の管理運営に関しては、「兵庫大学組織運営規程」及びそれに基づく関連規程に基

づき行なっている。 

大学内での最高意思決定機関として「大学運営会議」（学長、副学長、学長補佐、学部

長、学科長、部長、附置機関の長等で構成）を置き、原則毎月 2 回定例開催し、大学の

基本的事項を審議決定している。各学部長及び各学科長が構成員であることから、教授

会、学科会議との意思疎通も適切に図られている。 

特に、人事・予算・施設等の管理運営に係る基本的事項については、「大学運営会議」

に諮る前に「業務推進検討会議」（学長、副学長、学長室長、事務部部長、学生センター

部長・同事務部長で構成）において関連事案を検討し原案を策定している。 

【資料 3-3-1、3-3-2、3-3-3、3-3-4】 

 

3-3-② 大学の意思決定と業務執行における学長の適切なリーダーシップの発揮 

理事会は、「理事会業務委任規則」に基づき大学の管理運営に関する業務のうち、教育・

研究に関する業務を学長に委任している。 

学長は、「大学運営会議」において議長を担い学内意思決定のとりまとめを行うと同時

に、常任理事として理事会での決定事項等の学内周知徹底や調整を行っている。 

学長の下には副学長（教育担当、研究担当）2 人と学長補佐 1 人を置き、それぞれの

職務の範囲内において機動的に学長を支援・補佐する体制を敷いている。 

また、大学組織に学長室を置くことで、各担当（企画・地域連携・宗教）間で有機的

に業務上の連携を行ない、「大学運営会議」等で決定した大学の中期計画を始めとした各

種重点施策の実効性と推進力を維持・発揚する役を担っている。【資料 3-3-5】 

 

（3）3－3 の改善・向上方策（将来計画） 

大学の意思決定の仕組み及び学長のリーダーシップが発揮できる組織の整備・構築が

できているが、一方で現状運営を継続するだけではなく、社会の変化のスピードに合わ

せた意思決定機能へと改善・向上を図る方針である。 
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3－4 コミュニケーションとガバナンス 

≪3－4 の視点≫ 

3-4-① 

 

3-4-② 

3-4-③ 

法人及び大学の各管理運営機関並びに各部門の間のコミュニケーションによ

る意思決定の円滑化 

法人及び大学の各管理運営機関の相互チェックによるガバナンスの機能性 

リーダーシップとボトムアップのバランスのとれた運営 

 

（1）3－4 の自己判定 

基準項目 3－4 を満たしている。 

 

（2）3－4 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

3-4-①法人及び大学の各管理運営機関並びに各部門の間のコミュニケーションによ

る意思決定の円滑化 

（ア）法人と大学の連携 

本学園全体の日常業務の連絡調整及び決定は、月例開催の「拡大常任理事会」で行

なっている。また、この場において、学園方針の周知徹底を図るとともに大学におけ

る個別の問題についても協議を行なっている。 

理事会には、教学部門から学長、副学長（教育担当・研究担当の 2 人）計 3 人の教

員（理事会構成員の四分の一）が、さらに、「拡大常任理事会」には学生センター部長

（教員）、学長室長、学長補佐（学生センター事務部長兼務）及び事務部部長の 4 人

も構成員として加わっている。 

「評議員会」には、大学から学長、副学長（2 人）の他に学部長（2 人）及び学長

補佐が加わることで教学部門の責任者 6 人が構成員となっている。 

上記の 6 人は大学の最高意思決定機関の大学運営会議の構成員であり、結果、理事

会等は管理部門と教学部門の責任者が参集することで、共通に学園の現状を把握、理

解するとともに、諸問題の分析や将来に向けての計画の検討を行なっている。 

 

表 3-4-1 理事長・学長等の主な会議の出席状況   （○：構成員 △：同席） 

     職位 

会議 
理事長 学長 副学長 

学長 

室長 

事務 

部長 

学生ｾﾝ 

ﾀｰ部長 
学部長 学科長 

法人 

事務局長 

理事会 ○ ○ ○ △ △    △ 

拡大常任理事会 ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○ 

評議員会 ○ ○ ○ △ △ ○ ○  △ 

月例懇話会 ○ ○ ○ ○     ○ 

大学運営会議  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

業務推進検討会議  ○ ○ ○ ○ ○    

学部教授会   ○    ○ ○  
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（イ）理事長と学長の連携 

また、理事長と教学部門の統督者である学長とが個別に教学面及び管理運営面の諸

課題について意見交換する「月例懇話会」（副学長・法人事務局長・学長室長含む。）

を月 1 回定例開催しており、機動的かつ適切な連絡調整が行なえる機会として、法人

及び大学間の意思疎通と連携強化の面を補完している。【資料 3-4-1】 

 

3-4-②法人及び大学の各管理運営機関の相互チェックによるガバナンスの機能性 

本学園の管理運営機関では、議決機関としての「理事会」、日常業務等の協議・決定機

関としての「常任理事会」、諮問機関としての「評議員会」、監査機関としての「監事」

を設置し、大学部門では「大学運営会議」を中心にして、ともにそれぞれの位置付けを

明確にし、役割を果たすことで意思決定過程における適切性及び円滑化を図っている。 

理事会の構成は、学内理事と学外理事の比率が「8 人：4 人」、また評議員は、理事の

12 人の他、学園の教職員、卒業生、学識経験者及び保護者の幅広い範囲から選任された

計 30 人で構成している。大学の建学の精神、使命・目的の具現化に充分理解と見識の

ある者から選出することで、理事会の諮問機関として寄附行為第 22 条に掲げる事項に

ついてそれぞれの意見を反映させ、運営面での適切性や公共性を担保している。 

監事の 2 人（公認会計士と弁護士）は、寄附行為第 7 条に定めに従い選任され、理事

会・評議員会に毎回出席し、適宜意見を述べるとともに、公認会計士との連携による会

計監査、大学を始めとする本学園の各設置校に対する業務監査等を行ない、毎年度監査

報告書及び業務監査報告書を作成して理事会及び評議員会に提出している。さらに、業

務監査報告書は「大学運営会議」において示すことで、大学における業務改善機能の一

端を担っている。【資料 3-4-2】 

 

3-4-③リーダーシップとボトムアップのバランスのとれた運営 

本学園における学校法人業務の最高意思決定機関としての「理事会」、さらに大学にお

ける大学業務の最高意思決定機関としての「大学運営会議」。これらは、責任と権限を明

確にして法人運営と教学運営の機能分担・相互の連携を率先して図っている。 

教育研究に関する運営は、「学部教授会」（大学院にあっては「研究科委員会」）、「学科

長会議」、「学科会議」、「コース会議」、「各種委員会」が適切に機能することで行なって

いる。原則、全教職員が何れかの会議体に参加することで教学運営に関する企画・立案

及び情報共有に係っており、教員と職員との連携・協働機能の一翼を担っている。 

大学の教学及び管理運営に係る事務については、事務部、学生センター及び情報メデ

ィアセンター等を置き「兵庫大学事務分掌規程」に基づき運営を行なっている。 

大学方針の周知と連絡調整は、毎月 1 回、事務部部長が議長となり、全課長出席のも

とで「課長連絡会議」をとおして行い情報共有化を図っている。 

また、学生の意見を反映するため、教学・厚生に係る的確なサービス改善の情報収集

に向けて、大学執行部と学生代表者が定期的に話し合う「CR（キャンパス・リフォーム）

委員会」（24 頁参照）を設け、課題を抽出し、「大学運営会議」で対策を検討し様々な業

務改善を図っている。 
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図 3-4-2  本法人の管理運営体系図 
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（3）3－4 の改善・向上方策（将来計画） 

学園として、また、大学として少子高齢化等の社会システムの変化に迅速に対応でき

るよう機能的、斬新的かつ効率的な意思決定を図っていくために、法人部門と大学部門

の連携を強め、経営と教学が一体となった運営に努めて行く方針である。   

また、この過程においては、学園運営の展望に立った多岐に亘る諸課題への審議・企

画・立案が必要であり、その一環として、学園のいわゆる次世代教職員（平均年齢 43

歳。設置校に入職後一定期間の経験を経た者で、原則、非管理職の中から理事長が委嘱

した教職員 11 人）で構成する学園協議会等、理事会の諮問機関機能のさらなる充実等

も図っていく方針である。 
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3－5 業務執行体制の機能性 

≪3－5 の視点≫ 

3-5-① 

 

3-5-② 

3-5-③ 

権限の適切な分散と責任の明確化に配慮した組織編制及び職員の配置による

業務の効果的な執行体制の確保 

業務執行の管理体制の構築とその機能性 

職員の資質・能力向上の機会の用意 

（1）3－5 の自己判定 

基準項目 3－5 を満たしている。 

 

（2）3－5 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

3-5-① 権限の適切な分散と責任の明確化に配慮した組織編制及び職員の配置によ

る業務の効果的な執行体制の確保 

事務組織については、「兵庫大学組織運営規程」により、組織及びその運営に関し

て必要な事項を定め、大学の業務の統一的かつ能率的な遂行をはかっている。また、

「兵庫大学事務分掌規程」により、事務の能率的な遂行のために必要な事務分掌を定

めている。【資料 3-5-1、3-5-2】 

事務組織は、図 3–5–1「事務組織図」で示すとおりである。職員数は、専任職員 60

人、補助職員 6 人、派遣職員 6 人である。 

なお、職員は併設する兵庫大学短期大学部の事務を兼務しており、大学及び短期大

学全体の業務を効果的に執行している。 

図 3–5–1 事務組織図 
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また、専門的な警備・清掃・食堂・購買・学生寮の業務については、外部の専門業者に

業務委託し、管理課及び学生課がそれぞれの業務遂行状況や業務内容の点検などを行い、

配置している。 

教員の研究支援については、学事課が担当し、あわせて附属総合科学研究所の運営事

務も担当している。 

また、学事課は、科学研究費補助金や民間助成金の申請事務等のサポートに当たって

いる。さらに、平成 25（2013）年度からは、教員の教育研究活動の支援の一つとして、

教員の研究費に係る出張旅費の精算や物品の購入に必要な事務処理を代行している。 

その他、学部学科の運営への支援として、全般的に学部学科の事務を処理する事務サ

ポート室を設置し、この業務については派遣会社に業務委託している。なお、事務サポ

ート室は、事務部総務課の管轄として配置し、学部学科の事務業務以外に、各事務部署

のルーティン業務も委託するなど、大学全体の定型的なルーティン業務について委託し

ていけるよう毎年業務内容の見直しを行っている。 

 学生の教育支援については、主に学生センター、情報メディアセンターが担当し、履

修指導、課外活動等の指導、就職支援、健康相談、生活相談などは、学生委員会、教務

委員会、就職推進委員会等で教員とも連携を図り、学生一人ひとりをサポートするよう

努めている。 

     また、学生の学修指導及び学生生活に関する各種相談に応じ、学生の教育活動及び学

生生活の充実を図ることで、学生をスムーズに学科専門教育へ接続させることを目的に、

学習支援センターを設置しており、その業務に必要な教職員を配置している。 

学生の学外実習支援については、各学科の学外実習担当教員を中心に学科内で検討す

るとともに、学生センター教務課（実習事務室）も学外実習に係る相談業務等を行い、

学生をサポートしている。【資料 3-5-3】 

過去 3 ヵ年の S ／ S（学生と職員）比率は、下表のとおりである。 

年度 a 学生数(大学) b 学生数(短大) c 専任職員数 S/S 比率((a+b)/c) 

平成 23 年度 1,098 人 470 人 64 人 24.5 

平成 24 年度 1,167 人 521 人 56 人 30.1 

平成 25 年度 1,238 人 537 人 60 人 29.6 

      ※専任職員は、併設する短期大学部の事務を兼務している。 

 

 職員は経営・教学組織へも参画している。本学の最高意思決定機関である大学運営会

議には、学長補佐及び事務部署の各部長（学長室長、事務部部長、学生センター事務部

長）が構成員となっており、教務委員会や学生委員会などの各種委員会には、40 委員会

に、延べ 78 人が構成員となっており、1 委員会に約 2 人の職員が関与していることにな

る。なお、教授会については、教務課が事務を担当し、運営をサポートしている。 

【資料 3-5-4】 

  以上、権限の適切な分散と責任の明確化に配慮した組織編制及び適切な職員の配置に

よる業務の効果的な執行体制が確保されている。 
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3-5-② 業務執行の管理体制の構築とその機能性 

大学の管理運営に関する業務のうち、教育・研究に関する業務執行における体制は

3-3-②で、事務的な業務執行における体制は 3-4-③で述べたとおりである。 

なお、事務職員の業務については、上長がその執行を管理しており、最終的には、法

人事務局長及び大学事務部部長が執行を管理している。 

また、「学校法人睦学園稟議規則」及び「稟議に関する申し合わせ」により、理事長に

決裁を受けなければならない事項や学長の専決処理について定め、経営能率の向上を図

るとともに、学長の決裁を受けなければならない事項についても専決者を定め、業務執

行の機能性を図っている。【資料 3-5-5、3-5-6】 

  

  

3-5-③ 職員の資質・能力向上の機会の用意 

 本学における職員の資質向上のための研修の取り組みは、図 3–5–2「研修（SD（Staff 

Development）等）の取り組みチャート図」のとおりである。 

図 3–5–2 研修（SD 等）の取り組みチャート図 
 
 SD 活動の推進 教員との協働（FD 活動） 

 

 業務の見直しや業務処理の改善 事務職員の能力開発 

 

 各課の役割 目標管理 内部研修 外部研修 
 
  ①役割の明確化 HMBO（兵庫大学人事考 ○事務職員研修 ○大学院修士課程（通信教 

  ②課題発見 課制度）の推進と充実 （年 1 回、全員対象）  育）への派遣（アドミニ 

  ③課題解決策の策定    ストレーター養成） 

  ④実行  ○各部署の OJT ○私学研修福祉会主催研修 

 ○各課業務マニュアル作成    への参加（私大協、日短 

 ○チェックシステムの構築    協） 

    ○各種研修会への参加 

     （文科省、事業団 etc.） 

 

［HMBO（兵庫大学人事考課制度）］ 

 本学は、平成 7（1995）年から「職員人事考課制度」を導入した。また、逐次、この

「人事考課制度」の見直しを行い、平成 18（2006）年に第 2 段階として現在の「HMBO」

を構築した。 

 この「HMBO」の内容は、全職員に対して人事考課基準、職位のあり方、処遇システ

ムなどを公表し透明性をはかり、考課結果の処遇への反映については、夏季及び冬季賞

与にプラス処遇または、マイナス処遇の形で反映させている。 

［内部研修］ 

 年（夏季）に 1 回、2 日間にわたり、職員全体で研修会を実施している。この全体研

修会では、職員の資質向上を目的に実施するが、一方、職員相互の親睦をはかる目的で、

レクリエーションや懇親会なども盛り込んだ内容で実施している。 

 なお、この全体研修会ではテーマを毎年定め、外部講師による講演、班別討議と発表

等の内容で実施している。【資料 3-5-9】 

 また、毎年、理事長から「私学を取り巻く諸情勢」等の講話があり、大学人としての

基礎知識の習得も行っている。 
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 さらに、本学園の創立記念日である 6 月 10 日には学園の全教職員が集う「進
しん

睦
ぼく

610
ろくてん

会
かい

」

が開催され、理事長を始め、学園設置校の学長等から学園や併設校の方針、課題、重点

施策などの発表があり、教職員相互の情報収集・交歓の場として活用している。 

【資料 3-5-10】 

［外部研修］ 

 外部研修会については、多様な機会を利用して各職員の階層に応じた研修に派遣して

いる。（表 3–5–3「参加した研修・セミナー等の主な主催団体一覧（平成 25（2013）年

度）」）これらの研修の内容については、参加した職員がレポートにまとめ、「課長連絡

会議」において研修会報告を行っている。また、その研修会報告を各課長から課員へ報

告することにより、職員全体で情報を共有している。 

 平成 24（2012）年度からは、一般社団法人日本能率協会が開催する「JMA 大学 SD

フォーラム」に原則として 1 セミナーにつき 3 名を派遣している。このセミナーは、『コ

ンセプチュアル・ナレッジ（企画･改革力』、『ヒューマン・ナレッジ（人間力）』、『テク

ニカル・ナレッジ（業務知識・遂行力）』、『トピックテーマ』の 4 分類、年間 20 種類以

上で構成され、階層別研修や企画力などの実践的スキルを身につけるための研修となっ

ている。同様に受講後は、参加者のレポートを義務付け、さらに参加者の感想などを取

りまとめ、各セミナーの配付資料とともにファイリングし、各課に 1 冊配付している。 

その他、高度な専門性を持った事務職員の養成を目的に、大学院（通信課程）への職

員派遣制度を平成 19（2007）年度に導入し、平成 22（2010）年度に職員 1 名を派遣し

た。 

表 3–5–3「参加した研修・セミナー等の主な主催団体一覧（平成 25（2013）年度）」 

分類 主 催 

大学等団体 

日本私立大学協会 

私学研修福祉会（日本私立大学協会） 

日本私立短期大学協会 

私学研修福祉会（日本私立短期大学協会） 

日本私立学校振興・共済事業団 

官公庁 
文部科学省・厚生労働省 

独立行政法人日本学生支援機構 

各種学会 大学行政管理学会 

大学連携機構 
大学コンソーシアム京都 

大学コンソーシアムひょうご神戸 

人権教育関係 
加古川市企業人権・同和教育協議会 

ハローワーク加古川 

民間研修機関 

関西経済連合会 

私学経営研究会 

私学高等教育研究所 

地域科学研究会高等教育情報センター 

株式会社 エデュース 

民間研修機関 

新日本有限責任監査法人 

有限責任監査法人トーマツ 

日本人事行政研究所 
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分類 主 催 

民間研修機関 日本能率協会 

その他 
仏教系大学会議 

龍谷総合学園 

［その他］ 

 新規採用の職員に対しては、入職前に学内見学会を開催するとともに、事前に私学人

として必要な基礎知識の修得に努めてもらうため、「大学教職員の基礎知識」（学校経理

研究会が発行）の冊子を事前教材として配付している。入職直後には新任教職員対象の

研修会を開催し、建学の精神や教育研究支援体制、地域連携などの本学の取り組みにつ

いての理解してもらうよう努めている。 

また、入職後はさらに、毎年、日本私立大学協会や加古川商工会議所が主催する初任

者研修会、加古川市企業人権・同和教育協議会主催の研修会に参加し、社会人としての

基本的なビジネスマナー等の研修に加え、人権教育についての研修も行っている。 

 

（3）3－5 の改善・向上方策（将来計画） 

大学職員は、大学の管理運営、教員の教育研究活動の支援など重要な役割を担ってお

り、私立大学を取り巻く環境が厳しくなり大学経営をめぐる問題が高度化・複雑化する

中、本学においても職員の職能開発（SD）は重要な課題である。教員と職員との協働関

係を強化するためにも、SD を推進して専門性の向上を図り、教育・経営など様々な面

で活躍するような職員を養成するため、引き続き、各種研修や大学院への修学派遣を積

極的に行っていく。また、職員のメンタルヘルス対策や若手職員の育成などの観点から

も課長を始めとした管理職の資質・能力をさらに向上させる必要があり、今後は、管理

職研修も進めていく方針である。 

また、限られた人材の中、大学改革のための中期計画の実行や地域とのさらなる連携

強化、建学の精神の具現化などを進めていくためには、事務処理の効率化、定型的なル

ーティン業務（ノンコア業務）のアウトソーシング化、雇用の多様化（派遣職員等）を

図り、さらに効率的な事務組織を編成していく方針である。 

 

 

 

3－6 財務基盤と収支 

≪3－6 の視点≫ 

3-6-① 

3-6-② 

中長期的な計画に基づく適切な財務運営の確立 

安定した財務基盤の確立と収支バランスの確保 

（1）3－6 の自己判定 

基準項目 3－6 を満たしている。 

 

（2）3－6 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

3-6-① 中長期的な計画に基づく適切な財務運営の確立 

本学は、平成 19（2007）年度に財政の「再建」から「安定性の確保」に重点を置い
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た「第 6 次財政中期計画（平成 19（2007）年度～平成 23（2011）年度）」を策定した。

しかし、社会・経済環境の変化に伴う学生募集への影響や計画施策の変更・遅延等が発

生し、実態と計画数字の遊離が顕著になってきたため、計画を前倒しして、「適正財政

の実現」に重点を置いた「第 7 次財政中期計画(平成 22（2010）年度～平成 26（2014）

年度)（以下、中期計画という。）」を策定した。 

中期計画は、「平成 26（2014）年度 帰属収支差額比率の 5.0％以上の確保」と「人

事構成・適正人員等を見直し、平成 26（2014）年度人件費比率 50％台の確保」を基本

方針としており、各部門は中期計画の目標達成に向けて単年度の予算編成を実施してい

る。 

 

3-6-② 安定した財務基盤の確立と収支バランスの確保 

本学では、中期計画を基本として、年度ごとの事業計画の下、年度予算を編成してい

る。 

大学部門では中期計画の目標達成に向けて、学生募集の強化による学生納付金の確保、

「教員定数・職員定数のガイドライン」の設定による人件費の削減及び平成 24（2012）

年度には経費の大幅な削減を図るべく「経費の仕分」を実施した。 

学生募集では、平成 24（2012）年度は入学定員を充足し、平成 25（2013）年度は

こども福祉学科を増設したが、入学定員 50 名に対して 31 名の入学者となり、大学全

体としては入学定員充足率 93.8％に留まった。さらに、学科ごとに入学生数に偏りが

あり、安定した収入を得るためには、全ての学科が入学定員を充足していくことが今後

の課題となっている。 

「教員定数・職員定数のガイドライン」の設定では、大学設置基準・指定規則等の規

則に基づいた教員数を基本定数として運用しているが、新学科設置やカリキュラム編成

上、ガイドライン定数まで教員数を削減できていないのが現状である。 

「経費の仕分」では、通常の予算査定後に、さらなる経費等の削減策として、平成

24（2012）年度の予算で、賞与月数の見直しや役職手当カットによる人件費の削減及

び経費項目を再度洗い直し、結果として大学・短大で約 1 億円の経費仕分を実施した。

平成 25（2013）年度においても、一部経費項目の復活があったが、引き続き、前年度

の経費仕分を継続した。 

また、平成 24(2012)年度には中期計画とは別に本学園の「財務体質の構造的転換」

が理事会で決議された。ここでは、「前受金先喰い体質の脱却元年」をスローガンに予

算編成の基本方針(｢財務規律｣)が示され、これを下に各部門の予算を策定した。平成

25(2013)年度予算策定においても引き続きこの財務規律を踏襲している。 

これらの政策により、収支の改善が図られ、中期計画との目標差は減少した。結果と

して、大学部門における平成 25(2013)年度の帰属収支差額比率は、中期計画では 10.7％

であるが、決算数値では 7.4％(中期計画比△3.3 ポイント)となった。また、人件費比

率は、中期計画では 55.8％であるが、決算数値では 56.7％(中期計画比＋0.9 ポイント)

となった。【表 3-5、3-6、3-7、3-8】 
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（3）3－6 の改善・向上方策（将来計画） 

安定した財務基盤の確立については、今後も入学定員充足に重きを置き、メリハリの

ある予算編成により、強固な財務基盤の確立に努める方針である。 

また、収支のバランスについては、中期計画の基本方針である帰属収支差額と人件費

比率の計画達成が最低条件となる。平成 25(2013)年度は、「アクティブラーニング・

ゾーン」の設置及び「エクステンション・カレッジ」の開設を行った。平成 26(2014)

年度は建物耐震工事等の大型投資を順次進めていく予定である。 

平成 26(2014)年度が中期計画の最終年度となり、平成 27(2015)年度から第 8 次財

政中期計画となるが、耐震補強工事や教育施設設備の環境整備、及びその資金調達計画

を新たに加え、中期計画の基本方針を踏まえながら適正な目標数字を掲げ、実効性のあ

る財政運営を行う方針である。 

 

 

 

3－7 会計 

≪3－7 の視点≫ 

3-7-① 

3-7-② 

会計処理の適正な実施 

会計監査の体制整備と厳正な実施 

（1）3－7 の自己判定 

基準項目 3－7 を満たしている。 

 

（2）3－7 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

3-7-① 会計処理の適正な実施 

本学では、教育研究活動の具体的計画について、学校法人会計基準に基づく形態科目

別の予算編成の他、経費を中心とした業務計画別の予算編成を行っている。業務計画の

内容、期待される効果、新規業務についてはその取組状況、成果などを記載し、業務計

画別に予算額を把握することができる仕組みとなっている。 

予算執行についても業務計画毎に予算管理をしており、予算の適正な運用をはかって

いる。本学の予算は、本学園の中期計画に基づき単年度予算を策定している。 

予算の策定のフローは、11 月の理事会で学園の予算編成方針が示され、その編成方

針に基づいて、大学の予算編成方針が大学運営会議において決定される。その後、大学

の予算編成方針に基づき各部署から予算要求の提出があり、学長、副学長、事務部部長

と予算部署との個別ヒアリングの後、大学運営会議において予算査定が行われる。単年

度予算編成は、各部署における「教育研究の充実」策を綿密に策定するとともに、それ

に要する財源確保に係わる基本方針を定めるものであり、重点項目については重要度や

緊急度に照らし、教学計画全体の中で重点項目をどのように盛り込んでいくかなど、具

体的に検討している。 

最終的には法人本部において、各部門の予算をとりまとめ、事業計画案とともに評議

員会、理事会に諮り決定される。 

予算決定後は、各部署の所属長宛に業務計画毎の予算額を学長名で通知している。各



兵庫大学 

43 

部署は所掌の予算について速やかに実行計画を作成し、効率的で効果的な予算執行をす

るよう努めている。 

また、補正予算については、まず、前年度に確定した決算に基づく補正及び当初予算

から変更・追加のあった事業で予算を超過する場合については、5 月の評議員会、理事

会に諮り決定される。さらに、当該年度内に変更・追加のあった事業で予算を超過する

場合については、翌年 3 月の評議員会、理事会に諮り決定される。 

予算執行に係る経理については「稟議規則」、「経理規則」、「固定資産及び物品管理規

則」、「資産の運用に関する取扱規則」などの諸規程が整備されており、これらに則った

会計処理が行なわれ、最終的には、事務部経理課において諸活動の内容、証憑書類のチ

ェックを行い、学校法人会計基準に基づく正確な会計処理を行なっている。 

会計年度終了後は、2 ケ月以内に決算（案）を作成し、公認会計士による監査及び監

事による監査を受け、理事会で審議・決定した後、評議員会に報告している。 

 

3-7-② 会計監査の体制整備と厳正な実施 

本学では、公認会計士(監査法人)による会計監査と監事による会計監査及び業務監査

を行っている。年度当初には、公認会計士及び監事と理事者及び各部門の経理担当責任

者が年度の会計監査計画等の打ち合わせを行っている。公認会計士による会計監査は年

間を通し（平成 25（2013）年度は延べ 59 人日（延べ約 470 時間））、各取引の内容、

会計帳簿書類及び決算書類の監査を受けている。また、内部統制の整備運用有効性を検

証する手続きとして、規程の整備状況、専決決裁権限による上位者承認の実施状況など

のチェックを受けている。 

一方、監事監査は、2 名の監事（非常勤）により、各部門の経理担当責任者から決算

概要の聴取や質疑を行い、財産の状況に関する監査はもとより、私立学校法に基づいて

年に 1 回、監事による業務監査が各部門において実施され、それぞれの組織の管理運

営状況等を監査している。また、理事会、評議員会にも毎回出席し、法人の業務の状況

を監視し、各部門の管理運営状況についても、理事会及び評議員会で監査報告が行われ

る。 

決算が終了した後、公認会計士、監事、理事者及び各部門の経理担当責任者による監

査報告会を開催して相互の意見交換を行っている。 

 

（3）3－7 の改善・向上方策（将来計画） 

予算執行管理については、各部署から 10 月頃に上半期の執行状況及び下半期の執行

見込額の中間報告があり、更に 2 月には最終の執行状況の報告により、効率的及び適

正な予算執行が実行されているかを検証している。 

また、会計処理の適正な実施及び会計監査の体制整備については、引き続き、公認会

計士の会計監査及び監事による業務監査及び会計監査の実施はもとより、事務職員の会

計知識の向上、部門間の連携を深めていくことにより適正な会計処理を実施していく。 
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［基準 3 の自己評価］ 

本学園は、学校教育法、私立学校法、大学設置基準、私立学校振興助成法、学校法人

会計基準等の関係法令の遵守を明確に定め、財政及び大学運営の中期計画や基本方針に

沿って、単年度ごとの事業計画を立案し、将来目標に向け着実に改革・改善等を推進し、

経営基盤の安定化に努めている。 

 これらの計画等を達成するため適切に業務執行が行われているかをチェックするため、

本学の管理運営機関が機能することで、適正なガバナンス維持に努めている。 

 事務職員の能力開発については、夏季の事務職員研修会をはじめ、外部研修にも積極

的に参加し、実践的スキルを身に付け、能力・資質の向上を図っている。 

 平成 24（2012）年度からの「財務体質の構造的転換」による予算編成が奏功し、帰

属収支や人件費比率が中期計画の数値には及ばないものの一定の改善を図ることができ

た。 

 会計処理は、学校法人会計基準に従い、監査法人のチェックのもと適正かつ厳正に実

施している。 

 以上、本学の「経営・管理と財務」については、理事長及び学長のリーダーシップの

もと、中期計画の達成に向けた適切な組織、監査体制、厳正な会計処理を行っており、

今後も経営基盤の安定化へ向けた努力を継続する方針である。 
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基準 A．地域の核となる大学の役割 

A－1 地域の核となる大学の役割に関する方針の明確化と学内外への周知 

（情報の共有） 

≪A－1 の視点≫ 

A-1-① 使命・目的に基づき地域の核となる大学の役割に関する方針の明確化と学内

外への周知 

 

（1）A－1 の自己判定 

基準項目 A－1 を満たしている。 

 

（2）A－1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

本学は、地域に根ざす大学として自らを位置づけている。地域に根ざした、共に生き、

共に学ぶ大学として、地域を志向した諸活動を展開している。このことは本学の使命（ミ

ッション）に明示されている。3 つ掲げる本学の使命（ミッション）のうちの 1 つに「地

域の生涯学習機会の拠点として社会人の受入れ推進と地域社会への貢献をめざす」とあ

り、真の意味で地域に根ざした大学、地域の生涯学習機会の拠点たる大学としての役割

を果たすため、公開講座の展開、近隣自治体との連携事業、人的資源の地域への提供、

大学施設の開放等を行っている。 

「第 1 次中期計画」（平成 22（2010）年度～平成 26（2014）年度）において本学の

使命を明確に示したうえ、単年度毎の事業計画に反映させ、着実にこれを実行している。

この「第 1 次中期計画」は冊子にまとめられ、全教職員に配布しているほか、ホームペ

ージ中の教職員専用ページにおいても掲載し、学内への周知を図っている。また、学外

に対しホームページでは「学長メッセージ」として「地域に根ざした大学」を明確に示

しているほか「第 1 次中期計画」の内容を明示したパンフレットである「Vision2014」

をはじめ、各発行物にも本学の使命を記載している。さらに、地域志向の視点に立った

諸行事を実施しており、そこでは本学の取り組み状況を参加者に報告し周知を図る等、

学内外における情報の共有に努めている。【資料 A-1-1】 

 

（3）A－1 の改善・向上方策（将来計画） 

地域の核となる大学としての役割を果たすため、地域の生涯学習の拠点として大学開

放を目的とした機関である「エクステンション・カレッジ」を、平成 26（2014）年 3

月に開設した。これまで行ってきた公開講座で得た地域ニーズを踏まえ、地域の生涯学

習を担い、地域と共に生き、共に学ぶ大学として平成 26（2014）年 4 月より、本格的

に諸活動を展開していく予定である。 

今後の課題としては、学外広報の強化が挙げられる。本学の使命（ミッション）を掲

げることに加え、地域貢献の実績をより詳細に周知すれば、本学への関心や期待は高ま

り、それに応えることで、地域に向けた諸活動の質の向上がもたらされることにもなる。

このことを踏まえ、これまでの本学の地域連携事業の整理を行い、より詳細にわたって

具体的な実績等を掲載できるよう、平成 27（2015）年度に本学公式サイトの改定及び

地域連携に関する広報物の制作を計画している。 
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A－2 地域の核となる大学の具体的な役割の内容 

≪A－2 の視点≫ 

A-2-① 地域における生涯学習の拠点となる活動（エクステンション・カレッジ事業） 

A-2-② 地域での学びや活動（課程外教育、ボランティアなどを含む）を通しての 

学生の成長 

A-2-③ 加古川市をはじめとする近隣の自治体や各種団体、及び企業との連携 

 

（1）A－2 の自己判定 

基準項目 A－2 を満たしている。 

 

（2）A－2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

A-2-① 地域における生涯学習の拠点となる活動（エクステンション・カレッジ事業） 

A－1 で述べたとおり、本学は使命として、「地域の生涯学習機会の拠点として社会人

の受け入れ推進と地域社会への貢献」を掲げ、地域志向の諸活動を展開している。平成

21（2009）年 4 月に地域の生涯学習機会の拠点機能と社会貢献機能の充実をはかるため、

地域連携を担う事務組織として学長室が発足した。これまで、各事務組織が分担して、

行ってきた地域連携事業を一つに集約し、地域と大学の窓口としての役割を担うことに

なった。この学長室の地域貢献事業の役割の一部として生涯学習事業や地域間協定を掲

げることで、これまで本学が実施していた公開講座や近隣の自治体との連携等の諸活動

について、いっそうの強化が図られることになった。 

生涯学習事業については、公開講座を年間で 19 シリーズ開講し、延べ人数 3,200 人の

受講があった。本学の建学の精神である「和の精神」の醸成のための『仏教講座』をは

じめ、健康増進など生活の基礎となる講座として、『料理教室』、『介護予防講座』、『健

康教室』、就学前児童と親との触れ合いを目的とした『こども大学』など、本学が設置

する学科の特色を生かした講座を展開している。また、この公開講座は、学生の学びの

場としての役割も担っている。学生が各種講座のスタッフとして参加し、さまざまな年

齢層の地域住民と触れ合うことは、正課授業や同世代の学生同士の関わりからは得るこ

とのできない、貴重な経験となっている。【資料 A-2-1、A-2-2】 

 

A-2-② 地域での学びや活動（課程外教育、ボランティアを含む）を通しての 

学生の成長 

地域での学びや活動については、加古川市長をはじめ日頃から本学と関係の強い地域

の方々を招き「大学と地域との連携推進懇談会」を毎年 8月に実施している。【資料A-2-3】 

近年は、「学生の、学生による、学生のための」懇談会と銘打ち、司会、地域貢献の事

例報告であるプレゼンテーション、地域の課題について話し合うワークショップ及び、

教育研究活動の展示ブースでの紹介等を学生が担当するなど、地域貢献に関する取り組

み発表を学生主体で行っている。また「熟議 in 兵庫大学」では、高校生、本学学生及

び地域住民が、地域課題を共有しながら、課題解決に向けて話し合うワークショップを

実施し、地域活性化をテーマに世代間交流を図った。【資料 A-2-4】 

このほか、学科独自で実施するの事業においても、教育課程を通じて学んだ知識を地
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域で実践し、その諸活動の発表やまとめを、時には地域住民を前に学生自身が行うこと

で学びの定着を図っている。 

また、学生のボランティア活動については、地域を中心とした企画に多くの学生が参

加している。平成 25（2013）年度には、学内団体を中心に 44 回、延べ人数 546 人が参

加した。その活動には、高齢者向け弁当の調理補助、福祉施設における調理補助や子ど

も向けの料理教室、加古川市で開催される「加古川楽市」、「加古川ツーデーマーチ」、「若

い夢フェスティバル FORZA 2013」の行事サポートや、日本赤十字社主催の献血活動へ

の協力などがある。また、吹奏楽部やダンス部、和太鼓部なども近隣地域でのイベント

へ積極的に参加するなど、地域貢献を心掛けた活動を展開し、学生課を中心としてその

活動支援を行っている。なお、これら活動は大学に結果報告と感想を提出することにな

っているため、学生は活動を必ず振り返ることになる。その際、多くの学生が地域住民

や自治体との共存の必要性・重要性を感じ、また活動を通して達成感や、地元住人から

の感謝による満足感を得ている。 

 

A-2-③ 加古川市をはじめとする近隣の自治体や各種団体、及び企業との連携 

本学では、近隣の自治体等への講師派遣や委員委嘱受け入れ等も積極的に行っており、

平成 25（2013）年度は講師派遣件数 154 件、委員委嘱受入数は 79 件となっている。ま

た、平成 18（2006）年 3 月には加古川市、加古川商工会議所及び兵庫大学との連携協

力に関する協定書を締結、平成 23（2011）年 9 月には、加古川市教育委員会・兵庫大

学の協力覚書を締結した。そして、稲美町と本学では、地域の活性化と相互の人材育成

を目的とした官学連携事業を平成 18（2006）年度から実施しており、平成 25（2013）

年度では 5 件の連携事業を実施するなど、地元自治体や産業界との協力体制を構築し、

地の拠点としての役割を果たしている。 

これまで本学では地域との連携事業として、東播磨生活創造センター「かこむ」への

学生の派遣、かつめし PR 事業における本学の学生及び教職員の積極的参加、地元商店

街におけるチャレンジショップなどを展開してきた。 

平成 25（2013）年度においては、公開講座、自治体等との連携事業、学科における

取り組み事業、講師派遣・委員委嘱等の受入れ、学生のボランティア活動や施設開放な

ど、実施した本学の地域連携・地域貢献事業は多岐に亘る【資料 A-2-5】。特に自治体等

との連携事業、学科における取り組み事業については、教員が中心となって学生も参加

しており、人との触れ合いにとどまらず、さらなる専門的知識を得る貴重な機会となっ

ている。 

 

（3）A－2 の改善・向上方策（将来計画） 

地域における生涯学習機会の拠点形成を推進するため、前述のとおり、平成 26（2014）

年 3 月に「エクステンション・カレッジ」（以下、「EC」という。）を開設した。EC は、

シティズンシップ教育を学びの基礎に置き、各種講座で獲得した知識や技術をもとに、

市民がよりよい社会づくりに参加・貢献するための学習プログラムを提供することを目

的とした生涯学習機関である。大学の附属機関ならではの学びと実践により、個人ひと

り一人が地域での役割を見出し、まちづくりに積極的に取り組めるよう、幅広い教育機
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会を提供することを計画している。 

地域を学生の正課外教育の場としてより積極的に捉え直すことも重要である。前述の

「大学と地域との連携推進懇談会」や「熟議 in 兵庫大学」への参加をはじめ、ボラン

ティア活動や町内会の各種行事への学生参画を一層促す仕組みづくりを検討・推進して

いくことにしている。 

さらに、本学の所在する加古川市をはじめ、近隣の高砂市、播磨町、稲美町を中心と

して、各種委員委嘱受け入れや講師派遣等、本学の所有する知的財産を最大限に活用し

た地域貢献活動を推進するほか、地域との共同研究活動等、地域とともに成長を遂げ、

地域に根ざし、地域に愛される大学として、より広範な連携活動を進めていく。 

上記の取り組みは、文部科学省が示した「大学改革実行プラン」中の「地域再生の核

となる大学づくり（COC＜Center of Community＞）」の一環として実施されるもので

あり、EC の事業を中心に当面展開していくことにしている。 

 

A－3 大学の役割に関する評価 

≪A－3 の視点≫ 

A-3-① 地域での学びや活動に対する学生への評価（評価方法の確立を含む） 

A-3-② 生涯学習、産学官連携等、地域での活動に対する大学内部及び、外部評       

価（評価方法の確立、PDCA サイクルの実現を含む）学生の成長 

 

（1）A－3 の自己判定 

基準項目 A－3 を満たしていない。 

 

（2）A－3 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

A-3-① 地域での学びや活動に対する学生への評価（評価方法の確立を含む） 

A－2 で述べたように、本学では学生の積極的な地域連携活動を実施しており、その

諸活動に対する評価（検証）は、主として「大学と地域との連携推進懇談会」及び「熟

議 in 兵庫大学」において実施している。これらの行事では、事前・事後研修を実施し

ており、行事の前後において、参加学生の意識がどのように変化し、成長したのかを検

証するため、アンケート調査を実施している。アンケートは記名式で行い、「自主性」「思

考力」「実行力」「対応力」「交渉力」「会話力」「計画力」「規律性」「運営力」「貢献性」

の 10 項目の能力指標を、本学独自で開発した「自己認識シート」を用いて、学生が自

己評価を行う。【資料 A-3-1、A-3-2】 

そして、そのアンケート結果の集計を行い、行事を通じて学生がどのように変化、成

長したのかを分析し、大学の最高意思決定機関である大学運営会議において報告を行い、

全学的に確認を行っている。 

 

A-3-② 生涯学習、産学官連携等、地域での活動に対する大学内部及び、外部評価 

（評価方法の確立、PDCA サイクルの実現を含む）学生の成長 

「自己認識シート」では、学生の学びを、事前研修（PLAN）→行事への参加（DO）

→事後研修（CHECK）→今後の学生生活（ACTION）のサイクルで捉える。行事参加
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に際し、学生それぞれが目標設定を行い、事前研修で得た知識を行事の中で実践し、事

後研修において振り返りを行うことで、自己の成長や今後補っていくべき項目を認識す

ることができる仕組みとなっている。こうしたことから、大学内部での評価方法や、

PDCA サイクルは確立されているといえる。 

「自己認識シート」を用いることで、同世代での学生との触れ合いのみならず、幅広

い年齢層の地域住民と触れ合うことで、多様な考え方や、自己の立ち位置などを客観的

に見つめ直すことができるようになり、ひいては、異なる考え方や他者を認める心を涵

養することにも繋がる。「自己認識シート」によって、自己の力と他者の力が集結し、

社会が構成されていることを学ぶ。事前事後研修を含めた諸行事への参加によって、参

加学生には学びに対する意識や姿勢などに変化が見られ、周囲の学生へも良い影響を与

えることが期待できる。 

このように、大学内部における地域での学びに対する学生への評価は、評価方法を含

め確立できているが、外部評価は、現在、確立できていない。外部評価の導入が今後の

検討課題として残されている。 

 

（3）A－3 の改善・向上方策（将来計画） 

今後の課題として、学生の地域での学びや活動に対する外部評価の導入、積極的な産

官学連携等の実施が挙げられる。学生の地域での学びや活動に対する外部評価について

は、諸事業毎に関係機関との調整が必要となるが、本節で掲げた大学の担うべき役割、

教育的観点に鑑みれば、導入に向けた検討が必要になる。また、産官学連携では、現在

実施している官学連携事業や、特定の機関との連携のみならず、「地域の大学」として地

域の活性化に資するべく、本学の所在する加古川市と包括連携協定に基づく協議を行っ

ているところである。 

 

［基準 A の自己評価］ 

本学の地域連携、地域貢献の方針策定、実施計画等は、「地域連携推進委員会」を中心

に推進・実施されている。事務組織では、地域との窓口である学長室、委員委嘱をはじ

めとする産官学連携を所管する学事課及び学生生活や学生の課外活動に携わる学生課が

連携を図りながら、調整を行っている。 

「地域の核となる大学」としての役割を果たすためには、全学的な取り組みが必要に

なる。そのため、第 1 次中期計画（実施期間：平成 22（2010）年度～平成 26（2014）

年度）で、社会貢献の領域における学長方針として、「生涯学習機会の拠点確立」「地域

社会との連携促進」の 2 つが掲げられた。この方針に基づき、公開講座の充実、科目等

履修生・社会人の受入れ、施設利用といった大学開放を推進してきた。また、学生ボラ

ンティアの地域行事への積極的な参加や産官学連携の強化、自治体等への講師・委員派

遣など、本学の学生・教職員が地域に出向き、地域の活性化を図る諸活動にも協力・参

画している。加えて、学科が主体的に実施している地域を対象とした取組事業や「大学

と地域との連携推進懇談会」及び「熟議 in 兵庫大学」は、教職員はもとより、学生に

とっても有効な実践の場としても活用されている。このように、地域住民と本学関係者

は学内外で、さまざまな交流を図っており、本学の有する知的資源や施設等の開放を行
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うことで、地域の活性化や課題解決を共に考える仕組みを確立している。 

 以上のことから、「地域の核となる大学」としての役割を果たしていると言える。 

 

 

 

基準 B．研究活動 

B－1 研究活動の推進と研究所等の適切な運営等 

≪B－1 の視点≫ 

B-1-① 使命・目的に基づいた研究体制の整備 

B-1-② 個人研究の推進と外部資金の獲得   

B-1-③ 研究所等の適切な運営と研究成果の地域への発信 

（1）B－1 の自己判定 

基準項目 B－1 を満たしている。 

 

（2）B－1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

B-1-①使命・目的に基づいた研究体制の整備 

[個人研究費の配分] 

「兵庫大学・兵庫大学短期大学部個人研究費規程」に基づき、年額 40 万円/人の個人

研究費を職位に係らず配分し、本学の研究体制を整備している。個人研究費の執行にあ

たっては、全教員に対し「研究計画書」を年度当初に、「実績報告書」を年度末に提出す

ることを義務付けており、計画書・報告書ともに学部長が査閲を行っている。また、実

績報告書については冊子体に取りまとめて学内で公開し、学際的な研究活動が円滑に行

われるような配慮も行っている。【資料 B-1-1、B-1-2、B-1-3】 

 

 [研究費の適正な執行] 

 個人研究費の適正な執行を担保するため、兵庫大学・兵庫大学短期大学部個人研究費

規程及び「兵庫大学旅費規程」を定めるとともに執行に係るガイドブック（「研究費の取

扱い」及び「研究支援ガイドブック」）を配布している。【資料 B-1-4、B-1-5】 

 研究費の取扱いには、執行ルール、執行時の必要書類、書類作成の手引きなどを掲載

し、教員にとって「分かり易く使いやすい」研究費となるように大学としてサポートし

ている。研究支援ガイドブックは、本学の研究支援体制、民間助成金申請カレンダー、

研究倫理及び動物実験の申請方法など、より広範な情報を網羅しており、教員に対して

本学の研究関連情報を余すことなく周知している。また、研究費の柔軟な執行を行うた

めに物品の共同購入制度及び個人研究費の繰越制度を設けていることも本学の特徴とい

える。 

 なお、平成 25（2013）年度から教員の事務負担軽減のため、研究費による物品購入

及び旅費請求の方法を改正した。従来は、物品購入伺及び旅費請求書いずれも教員が一

から作成していたが、物品購入については教員の作成は不要（事務部学事課が作成）と

し、旅費請求書については、一部の出張経路のみ教員が記載し、金額については記入不

要（事務部学事課が作成）とした。このことにより、教員の事務負担軽減及び研究時間
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の確保が図られた。 

 

[研究発表の場の確保] 

教員の研究発表の場を担保するため、「兵庫大学論集」を年 1 回発行しており、平成

25（2013）年度末には第 19 号を発行した。【資料 B-1-6】 

 

[研究倫理及び動物実験] 

 研究倫理に関しては、「ヘルシンキ宣言」の趣旨に反することなく、研究対象者の利益

を最大限に保証するため、「兵庫大学・兵庫大学短期大学部研究倫理委員会規程」を定め

ている。同委員会は月 1 回開催され、教員から提出された研究倫理審査申請書に基づき、

臨床研究上の問題点等について各専門分野の委員で審議し、倫理上の問題が発生しない

ように留意している。また、臨床研究のネットワークである「福岡臨床研究倫理審査委

員会ネットワーク（レックネット福岡）」に平成 25（2013）年度から加盟し、委員の審

査力向上のために研修に参加している。【資料 B-1-7】 

動物実験に関しては、「動物の愛護及び管理に関する法律」、「研究機関等における動物

実験等の実施に関する基本指針」、「動物の愛護及び管理に関する条例」及び「3R

（Replacement（代替法の利用）、Reduction（使用動物数の削減）、Refinement（実験

方法の洗練）」に則って実験動物の苦痛を最小限にするように、「兵庫大学・兵庫大学短

期大学部動物実験委員会規程」を定め、審議を行っている。平成 25（2013）年度から、

日本の科学技術発展のために犠牲となられた生類を追悼するため、学長、副学長、動物

実験委員及び動物実験実施者が参加する「実験用生類追慕法会」を 1 月に開催した。 

【資料 B-1-8】 

 

[研究支援部署の設置] 

 教員の研究活動を支援するため、事務部学事課を設置している。学事課は、研究費の

予算管理、外部資金獲得に係る施策の実施（科研費研修会、申請書作成支援等）、共同研

究・受託研究契約、研究倫理・動物実験委員会事務局等の役割を担っている。また、本

学の研究支援の在り方を審議する会議体として、「研究支援推進委員会」が設置されてい

る。同委員会は副学長（研究担当）を委員長とし、「サバティカル制度の運用方法」、「研

究業績システムの導入による教員の事務負担軽減」等、様々な研究支援制度を確立して

きている。 

平成 25（2013）年度は、競争的資金の獲得に向けた研究支援体制の一環として、「学

会開催支援経費」を取りまとめ、平成 26（2014）年度予算に計上した。 

 

B-1-②個人研究の推進と外部資金の獲得 

 上述のとおり、本学では全教員に 40 万円の個人研究費を一律に配分していることか

ら、教員が自身の研究計画に基づき意欲を持って研究することが可能になっている。教

員の個人研究を積極的に推進する組織的対応として、学内に設置する研究支援推進委員

会等により研究支援体制の整備を図っており、また、事務部学事課が予算管理等を行い

研究の側面支援をする体制を整えている。 
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なお、大学として外部資金獲得を重視していることから、以下のとおり様々な活動を

行っている。 

 [外部資金の獲得] 

外部資金獲得のための、研究支援推進委員会及び学事課では、次のような施策を推進

している。 

 

[特定課題研究助成費の配分] 

 科研費獲得支援策の一環として、「特定課題研究助成費」を配分している。これは、本

学の教育研究効果をより高めることを目的とした申請制の研究費であり、科研費不採択

者からの申請に基づき、「特定研究費審査委員会」が審査を行ったうえで最大 100 万円

の研究費を配分する。特定課題研究助成費の配分を受けた教員は、予備実験の実施や学

会発表等業績数の増加を目的として研究費を執行している。 

なお、平成 25（2013）年度は 4 名が同研究費の配分を受け、2 名が平成 26（2014）

年度に科研費に採択された。 

 

[外部講師による科研費講演会] 

科研費採択実績が豊富な大学から講師を招いて、科研費申請書作成のポイント等に関

する講演会を実施し、科研費採択数の向上に努めている。 

この取り組みは平成 23（2011）年度から開始しており、平成 23（2011）年度は明治

大学研究知財事務室 小澤事務長、平成 24（2012）年度は久留米大学分子生命科学研

究所 児島教授、平成 25（2013）年度は奈良大学社会調査学科、宮坂教授を招聘した。

「科研費採択実績の高い大学の事務職員」、「自然科学系教員」、「人文社会系教員」と職

位の異なる講師を招いたことで、多角的な申請書作成アプローチを教員が習得すること

が可能となり、採択実績の向上に寄与している。【資料 B-1-9】 

なお、平成 25（2013）年度申請科研費（平成 26（2014）年度 4 月採択通知）につい

ては、例年 3 件程度である採択課題が 8 件に増加した。【資料 B-1-10】 

 

[睦学園研究員規則の運用] 

学問水準の向上及び教育の充実発展を図るため、本学の専任教員に対して「研究員（サ

バティカル）制度」を設け、平成 23（2011）年度から運用している。 

研究員に決定した教員は、最長 1 年間研究に専念する環境が提供されるため、科研費

等外部資金獲得に重要な項目である予備実験の実施や学会発表等研究業績数を増加させ

ることが可能となる。 

     

B-1-③研究所等の適切な運営と研究成果の地域への発信 

本学の研究教育に関連する共同研究・調査を行うとともに、学術及び地域社会の発展

に寄与することを目的として、「兵庫大学・兵庫大学短期大学部附属総合科学研究所」を

設置している。附属総合科学研究所の活動は、主に「指定研究プロジェクト」、「センタ

ー事業」に区分される。 

なお、指定研究プロジェクト及びセンター事業については、附属総合科学研究所長が
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進捗管理を定期的に行う体制を敷いているため、指定研究プロジェクト代表者及びセン

ター長と連携が密に取れている状態である。 

[指定研究プロジェクト] 

附属総合科学研究所はインキュベーター（いわゆる孵卵器）の役割を担うことから、

学際的・萌芽的な研究テーマにスポットを当てるとともに、本学の将来構想等の基盤と

なる課題について、2 年又は 3 年の研究期間を指定した上で研究費を配分する「指定研

究プロジェクト」を推進している。 

平成 25（2013）年度は、次の 4 つの指定研究プロジェクトを推進した。【資料 B-1-11】 

「こどもセンター（仮称）設置に関わる基礎的研究」 

「兵庫大学における健康科学部、生涯福祉学部（社会福祉学科）との連携による専門職

連携教育の構築 ～学部教育から大学院教育への連携～」 

「建学の精神の理解の深化と教育への敷衍」 

「生涯学習が高齢者の健康に与える影響について」 

指定研究プロジェクトの研究成果を基盤とした研究課題が外部資金を獲得するなどの

実績も出ており、今後はその点を充実させるとともに、テーマの選定における透明性の

確保も含めて事業の改善を進め、今後も附属総合科学研究所の重要施策として位置付け

ていく。 

 

[生涯福祉教育センター] 

「生涯福祉教育センター」は、生涯福祉とソーシャルワークの理念に基づき、地域に

おける福祉の向上に資する実践と調査・研究、及びそれらに基づく教育を行うことを目

的として設立された附属総合科学研究所の附置機関である。同センターは、平成 20

（2008）年度の文部科学省補助事業「私立大学戦略的研究基盤形成支援事業」により設

置された。また、補助金を得て国際シンポジウムや高校生対象の福祉標語コンクールな

どを開催し、社会福祉領域に関する研究を推進している。 

平成 25（2013）年度の主要な事業として、「老人介護士」など日本とは異なる福祉政

策を推進するドイツ（NRW カトリック大学）へ教員を派遣し、調査を行った。 

 

[実践食育研究センター] 

「実践食育研究センター」は、高度な知識と栄養管理技術を駆使できる人材養成を目

指すとともに、栄養・健康に着目した研究を実施し、食育という視点から住民の健康を

増進させ、広く地域に貢献することを目的として設立された附属総合科学研究所の附置

機関である。同センターは、平成 22（2010）年度の私立大学戦略的研究基盤形成支援

事業に採択されたことにより設置された。また、補助金を得て「播磨地域の食育及び

QOL 向上」、「機能性食品開発」、「加古川地域特有の疾病」、「がん予防等」に関する 4

つのプロジェクトについて、プロジェクトリーダーを中心として推進している。 

平成 25（2013）年度は、上述のプロジェクト以外にも、インドネシア ジェンバ―大

学から客員研究員を迎え入れ、「メリンジョウ種子蛋白質の機能性に関する研究」に係る

共同研究の実施や、地域の小中学校を対象とした食育活動を推進した。 
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[その他の活動] 

附属総合科学研究所では、研究成果の発信として「兵庫大学・兵庫大学短期大学部シ

ーズ集」を附属総合科学研究所ホームページ及び近畿経済産業局「近畿地域における大

学・高専研究者技術シーズ」ホームページに掲載している。【資料 B-1-12】また、平成

25（2013)年度は、1 件の共同研究、1 件の受託研究を実施した。【資料 B-1-13】 

【共同研究】 

「生涯学習の現代的意義と地域における生涯学習システムの構築に関する研究」 

（共同研究先：兵庫県いなみ野学園・附属総合科学研究所） 

【受託研究】 

「かぼちゃのコンフィチュール（ジャム）の市販拡大に関する調査」 

（委託機関：稲美町商工会・受託機関：実践食育研究センター） 

 

（3）B－1 の改善・向上方策（将来計画） 

[積極的な情報公開] 

 附属総合科学研究所報が近年発刊されてない等、研究成果の公表が十分になされてい

ないことが課題である。実績報告書等の積極的な外部公開、技術見本市への出展等によ

り、本学の研究活動を地域に還元するとともに、共同・受託研究等の産学官連携活動に

つなげていく。 

 [外部資金獲得] 

 科研費申請数が例年 20 件前後、採択率が 10％であることが課題である。教育及び各

種業務との調整を行いつつ、科研費申請数を増加させるために次のような施策を検討し

ており、外部資金獲得のための有効な手段として今後活用していく予定である。 

特定課題研究助成費の増額及び研究費目の増加 

海外研究者との共同研究経費創出 

研究成果の HP 掲載や技術見本市への出展 

出版助成費の創出 

研究倫理教育の推進 

URA 雇用（又は育成） 

 

［基準 B の自己評価］ 

本学は、「研究支援推進委員会」を中心として研究支援を積極的に推進しており、研究

支援部署として設置される事務部学事課が「研究費の取扱い」等に基づき適正な執行を

確保している。また、全教員に対する個人研究費の配分に加え、「特定課題研究助成費」

や「外部講師による科研費講演会」等を設け外部資金獲得のための取組も推進している。

さらに、組織レベルの研究も附属総合科学研究所の「指定研究プロジェクト」や「生涯

福祉教育センター」、「実践食育研究センター」を中心として積極的に推進している。 

 以上のことから、本学は基準 B を満たしているといえる。 
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Ⅴ．エビデンス集一覧 

エビデンス集（データ編）一覧 

コード タイトル 備考 

【表 F－1】 大学名・所在地等   

【表 F－2】 設置学部・学科・大学院研究科等／開設予定の学部・学科・大学院研究科等   

【表 F－3】 学部構成（大学・大学院）   

【表 F－4】 学部・学科の学生定員及び在籍学生数   

【表 F－5】 大学院研究科の学生定員及び在籍学生数   

【表 F－6】 
全学の教員組織（学部等）   

全学の教員組織（大学院等） 
 

【表 F－7】 附属校及び併設校、附属機関の概要 
 

【表 F－8】 外部評価の実施概要 
 

【表 2－1】 学部、学科別の志願者数、合格者数、入学者数の推移（過去 5 年間） 
 

【表 2－2】 学部、学科別の在籍者数（過去 5 年間） 
 

【表 2－3】 大学院研究科の入学者数の内訳（過去 3 年間） 
 

【表 2－4】 学部、学科別の退学者数の推移（過去 3 年間）   

【表 2－5】 授業科目の概要   

【表 2－6】 成績評価基準   

【表 2－7】 修得単位状況（前年度実績）   

【表 2－8】 年間履修登録単位数の上限と進級、卒業（修了）要件（単位数）   

【表 2－9】 就職相談室等の利用状況   

【表 2－10】 就職の状況（過去 3 年間）   

【表 2－11】 卒業後の進路先の状況（前年度実績）   

【表 2－12】 学生相談室、医務室等の利用状況   

【表 2－13】 大学独自の奨学金給付・貸与状況（授業料免除制度）（前年度実績）   

【表 2－14】 学生の課外活動への支援状況（前年度実績）   

【表 2－15】 専任教員の学部、研究科ごとの年齢別の構成   

【表 2－16】 学部の専任教員の1週当たりの担当授業時間数（最高、最低、平均授業時間数）   

【表 2－17】 学部、学科の開設授業科目における専兼比率   

【表 2－18】 校地、校舎等の面積   

【表 2－19】 教員研究室の概要   

【表 2－20】 講義室、演習室、学生自習室等の概要   

【表 2－21】 附属施設の概要（図書館除く）   

【表 2－22】 その他の施設の概要   

【表 2－23】 図書、資料の所蔵数   

【表 2－24】 学生閲覧室等   

【表 2－25】 情報センター等の状況   

【表 2－26】 学生寮等の状況   

【表 3－1】 職員数と職員構成（正職員・嘱託・パート・派遣別、男女別、年齢別）   

【表 3－2】 大学の運営及び質保証に関する法令等の遵守状況   

【表 3－3】 教育研究活動等の情報の公表状況   

【表 3－4】 財務情報の公表（前年度実績）   

【表 3－5】 消費収支計算書関係比率（法人全体のもの）（過去 5 年間）   

【表 3－6】 消費収支計算書関係比率（大学単独）（過去 5 年間）   

【表 3－7】 貸借対照表関係比率（法人全体のもの）（過去 5 年間）   

【表 3－8】 要積立額に対する金融資産の状況（法人全体のもの）（過去 5 年間）   
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エビデンス集（資料編）一覧 

基礎資料 

コード 
タイトル 

備考 
該当する資料名及び該当ページ 

【資料 F-1】 寄附行為 
 

【資料 F-2】 大学案内 
 

【資料 F-3】 大学学則、大学院学則 
 

【資料 F-4】 学生募集要項、入学者選抜要綱 
 

【資料 F-5】 学生便覧、履修要項 
 

【資料 F-6】 事業計画書 
 

【資料 F-7】 事業報告書 
 

【資料 F-8】 アクセスマップ、キャンパスマップなど 
 

【資料 F-9】 法人及び大学の規程一覧（規程集目次など） 
 

【資料 F-10】 

理事、監事、評議員などの名簿（外部役員・内部役員）及び

理事会、評議員会の開催状況資料（開催日、開催回数、出席

状況など） 

 

 

基準 2．学修と教授 

基準項目 
備考 

コード 該当する資料名及び該当ページ 

2-1．学生の受入れ  

【資料 2-1-1】 平成 26（2014）年度大学案内  

【資料 2-1-2】 平成 26（2014）年度入学試験要項  

【資料 2-1-3】 平成 26（2014）年度入試ガイド  

【資料 2-1-4】 兵庫大学ホームページ（本文記載関係ホームページの印刷）  

【資料 2-1-5】 教育方針  

【資料 2-1-6】 平成 26（2014）年度入学試験要項（AO 入試）  

【資料 2-1-7】 AO 相談カード  

2-5．キャリアガイダンス  

【資料 2-5-1】 平成 25（2013）年度学内資格取得講座一覧  

【資料 2-5-2】 
平成 25（2013）年度インターンシップ参加者（キャリア課

紹介分） 
 

【資料 2-5-3】 就職推進委員会議案一覧  

【資料 2-5-4】 平成 25（2013）年度キャリア課各学科担当者  

【資料 2-5-5】 
平成 25（2013）年度オリエンテーション（フレッシュマン

セミナー含む）日程表 
 

【資料 2-5-6】 平成 25（2013）年度進路支援総括  

【資料 2-5-7】 
平成 25（2013）年度就職活動支援バス 参加学生アンケート

結果 
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【資料 2-5-8】 
平成 25（2013）年度就活バックアップセミナー実施結果報

告書 
 

【資料 2-5-9】 
平成 25（2013）年度保護者対象「就職説明会」参加アンケ

ート集計結果 
 

2-7．学生サービス 

【資料 2-7-1】 アクティブラーニング・ゾーン紹介ブックレット  

【資料 2-7-2】 平成 25（2013）年度学習支援センター利用状況  

【資料 2-7-3】 平成 25（2013）年度就職対策基礎講座の案内及び参加状況  

【資料 2-7-4】 平成 25（2013）年度奨学金のしおり  

【資料 2-7-5】 平成 25（2013）年度学内団体一覧  

【資料 2-7-6】 平成 25（2013）年度課外活動実績  

【資料 2-7-7】 平成 25（2013）年度ボランティア活動一覧  

【資料 2-7-8】 第 6 回学生生活実態・意識調査アンケート及び実施状況  

【資料 2-7-9】 平成 25（2013）年度キャンパスリフォーム委員会新聞  

2-8．教員の配置・職能開発等 

【資料 2-8-1】 平成 25 年度Ⅰ期及びⅡ期授業アンケート（期末）実施要領  

【資料 2-8-2】 平成 25 年度Ⅰ期及びⅡ期授業アンケート（中間）実施要領  

【資料 2-8-3】 平成 25 年度新任教職員研修プログラム次第  

【資料 2-8-4】 授業公開に係る実施要領・公開科目リスト  

【資料 2-8-5】 アクティブ・ラーニングに関する講演会開催案内  

 

基準 3．経営・管理と財務 

基準項目 
備考 

コード 該当する資料名及び該当ページ 

3-1．経営の規律と誠実性 

【資料 3-1-0】 主な諸規定の整備状況  

【資料 3-1-1】 理事会業務委任規則  

【資料 3-1-2】 学校法人睦学園組織規則  

【資料 3-1-3】 兵庫大学・兵庫大学短期大学部人権教育推進委員会規程  

【資料 3-1-4】 人権教育推進委員会活動方針  

【資料 3-1-5】 
兵庫大学・兵庫大学短期大学部ハラスメントの防止等に関す

る規程 
 

【資料 3-1-6】 ハラスメントの防止等に関するガイドライン  

【資料 3-1-7】 ハラスメント防止に向けて<実習編>  

【資料 3-1-8】 危機管理に関する規程  

【資料 3-1-9】 危機管理ガイドライン  

【資料 3-1-10】 防災管理規程  

【資料 3-1-11】 学内「AED」装置 4 台  

【資料 3-1-12】 学生・教職員対象に「AED」講習会  

【資料 3-1-13】 薬品類の取り扱い管理及び廃棄等に関する規程  

【資料 3-1-14】 個人情報の保護に関する規程  

【資料 3-1-15】 衛生委員会規程  

【資料 3-1-16】 学校法人睦学園財務情報等の閲覧に関する規則  

3-2．理事会の機能  

 【資料 3-2-1】 理事会会議規則  

【資料 3-2-2】 常任理事会会議規則  

【資料 3-2-3】 拡大常任理事会に関する申し合わせ  

【資料 3-2-4】 睦学園協議会規則  
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【資料 3-2-5】 学校法人睦学園法人事務局事務組織規程  

【資料 3-2-6】 学校法人事務局事務分掌規定（第 2 号）  

3-3．大学の意思決定の仕組み及び学長のリーダーシップ 

【資料 3-3-1】 兵庫大学組織運営規程  

【資料 3-3-2】 兵庫大学事務分掌規程  

【資料 3-3-3】 兵庫大学・兵庫大学短期大学部大学運営会議規程  

【資料 3-3-4】 業務推進検討会議の設置に関する内規  

【資料 3-3-5】 理事会業務委任規則に関する申し合わせ  

3-4．コミュニケーションとガバナンス 

【資料 3-4-1】 月例懇話会に関する申し合わせ  

【資料 3-4-2】 学校法人睦学園監事監査規則  

【資料 3-4-3】 平成 26 年度兵庫大学・兵庫大学短期大学部各種委員会一覧  

3-5．業務執行体制の機能性 

【資料 3-5-1】 「兵庫大学組織運営規程」  

【資料 3-5-2】 「兵庫大学事務分掌規程」  

【資料 3-5-3】 兵庫大学事務体制等について  

【資料 3-5-5】 「学校法人睦学園稟議規則」  

【資料 3-5-6】 「稟議に関する申し合わせ」  

【資料 3-5-7】 
［HMBO（Hyogo university Management By Objectives 

and Self-control）（兵庫大学人事考課制度）］ 
 

【資料 3-5-8】 業務監査報告書  

【資料 3-5-9】 平成 25 年度事務職員研修  

 

基準 A．地域の核となる大学の役割 

基準項目 
備考 

コード 該当する資料名及び該当ページ 

A-1．地域の核となる大学の役割に関する方針の明確化と学内外への周知 

【資料 A-1-1】 Vision 2014 2010-2014 中期計画  
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【資料 A-2-2】 平成 25 年度後期 兵庫大学公開講座のご案内  

【資料 A-2-3】 平成 25 年度大学と地域との連携推進懇談会の開催案内  

【資料 A-2-4】 「熟議 2013 in 兵庫大学」実施要領  

【資料 A-2-5】 
平成 25 年度における兵庫大学・兵庫大学短期大学部 地域

連携・地域貢献事業の概要 
 

A-3．大学の役割に関する評価 

【資料 A-3-1】 自己認識シート  

【資料 A-3-2】 
加古川地域の未来について話をしよう！－「熟議 2013 in 兵

庫大学」報告書－ 
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基準 B．研究活動 

基準項目 
備考 

コード 該当する資料名及び該当ページ 

B-1．研究活動の推進と研究所等の適切な運営等 

【資料 B-1-1】 兵庫大学 兵庫大学短期大学部個人研究費研究計画書  

【資料 B-1-2】 兵庫大学・兵庫大学短期大学部個人研究費実績報告書  

【資料 B-1-3】 平成 25 年度個人研究費実績報告書  

【資料 B-1-4】 平成 25 年度「研究費の取扱いについて」  

【資料 B-1-5】 2013 研究支援ガイドブック  

【資料 B-1-6】 兵庫大学論集第 19 号  

【資料 B-1-7】 福岡臨床研究倫理審査委員会ネットワーク 

RecNet Fukuoka 登録委員会一覧 
 

【資料 B-1-8】 「平成 25 年度実験用生類追慕法会」の開催について  

【資料 B-1-9】 平成 26 年度科学研究費助成事業申請に係る説明会及び講

演会の開催について 
 

【資料 B-1-10】 科学研究費助成事業申請数等について  

【資料 B-1-11】 平成 25 年度附属総合科学研究所 指定研究プロジェクト

申請書 
 

【資料 B-1-12】 「兵庫大学附属総合科学研究所シーズ集」及び「近畿地域

における大学・高専研究者技術シーズ 2014」 
 

【資料 B-1-13】 共同研究契約書及び委託研究契約書  

 


